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はじめに

廃棄物・リサイクル行政の目的が、これまでの公衆衛生の向上や公害問題の解決から循
環型社会の形成へと変遷していることを踏まえ、今後、我が国全体として、３Ｒ（リデュ
ース（Reduce：発生抑制）、リユース（Reuse：再使用）、リサイクル（Recycle：再生利
用・エネルギー利用））に重点を置いた最適な廃棄物処理・リサイクルの施策が求められて
いる。このような背景から、平成１７年２月１４日に中央環境審議会が意見具申「循環型
社会の形成に向けた市町村による一般廃棄物処理の在り方について」（以下「意見具申」と
いう。）をとりまとめ、循環型社会の形成を目指して、市町村が進めるべき一般廃棄物処理
の在り方と国の関与の在り方について提言を行った。これを受け、政府では、廃棄物処理
法第５条の２第１項の規定に基づき定めた「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する
施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針」（平成１３年５月７日環境省告
示第３４号）（以下「基本方針」という。）を平成１７年５月に改正した。

意見具申及び基本方針では、３Ｒ推進のために取るべき具体的な施策や、施設整備を含
めた処理システムの最適化等の検討の基礎情報として、また、住民や事業者に対して処理
システムの必要性等を説明するための情報として、市町村による一般廃棄物の処理に関す
る事業に係るコストの分析及び評価を行い、社会経済的に効率的な事業となるよう努める
こととされている。一方、一般廃棄物の処理に関する事業に係るコストの分析方法につい
ては統一的なものがなく、コスト分析を行っている市町村においてもコスト計算の方法、
範囲、区分は一致していないことから、国においては、コスト分析の対象となる費目の定
義や共通経費等の配賦方法、減価償却方法等について検討を行い、標準的な分析手法を示
すこと等による技術的な支援に努めることとされている。

このような背景のもと、環境省では基本方針に定める国の役割を果たすため、平成１７
年度から２年間にわたり、一般廃棄物の処理に関する事業に係るコスト分析の標準的手法
について検討を行った。「一般廃棄物会計基準」は、市町村において、一般廃棄物の処理に
関する事業に係るコスト分析及び評価を行い、その能率的な運営に努めるよう地方自治法
第254条の4に基づき助言するものである。
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１．一般廃棄物会計基準の基礎概念

１．１ 一般廃棄物会計基準の意義
 地方公共団体の経営を進めるためには、内部管理強化と外部へのわかりやすい財務情
報の開示が重要であり、公会計制度の整備が地方公共団体においてすすめられている
ところである。
 市町村が実施する一般廃棄物の処理を行う事業及び一般廃棄物の処理を円滑に実施す
るための各種施策（以下、「一般廃棄物の処理に関する事業」という。）についても公
会計制度の対象に含まれる事務・事業であるが、地方公共団体が行う事務・事業全般
に係る公会計とは別に、一般廃棄物の処理に関する事業のみを切り出して財務情報の
管理及び情報公開を行うことは、事業に要する費用の必要性や効率性について具体的
に把握し、事業の効率化を図るとともに、住民や事業者に事業の理解を得るために意
義のあるものである。また、今後循環型社会の構築に向けた取組の推進が求められる
中、そのために取るべき具体的な施策や、施設整備を含めた処理システムの最適化等
の検討の基礎情報、住民や事業者に対して処理システムの必要性等を説明するための
情報としても、市町村による一般廃棄物の処理に関する事業に係る会計の分析・評価
を行うことが求められている。
 一般廃棄物会計基準は、上記のような観点から一般廃棄物会計の整備を進めていくた
め、費用分析の対象となる費目の定義や費用等の配賦方法、減価償却方法等について
標準的な分析手法を定めるものである。一般廃棄物会計基準を活用することにより市
町村が行う一般廃棄物の処理に関する事業に係る会計について客観的に把握すること
が可能となることを目指している。

１．２ 作成主体
 財務書類の作成主体は、市町村（市町村の組合を含む。以下同じ。）とする。

１．３ 財務書類の作成の目的
・市町村において、一般廃棄物会計に係る財務書類を作成する目的は、情報利用者が意

志決定を行うに当たり、有用な情報を提供することにある。
・また、この財務書類を作成する目的は、市町村が情報利用者に対してその責任を会計

的に明らかにするということ「パブリック・アカウンタビリティ（公的説明責任）」に
ある。

１．４ 財務書類の一般原則
 一般廃棄物会計の一般原則は、以下の２つに分類される。

１．４．１ 目的適合性の原則
・目的適合性の原則とは、一般廃棄物の処理に関する事業に係る財務書類が情報利用者

にとってどれだけ有用性があるかを意味する。目的適合性の有無を判断するためには、
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①情報利用者が事後的に市町村の一般廃棄物の処理に関する事業に係る財務情報を評
価することに役立つか（事後的評価可能性）、②情報利用者が市町村の一般廃棄物の処
理に関する事業に係る財政状態等について将来予測やシミュレーションを行うことに
役立つか（予測・シミュレーション可能性）、③財務書類が遅延なく作成されているか
（適時性）という点等が考慮されるべきである。

１．４．２ 信頼性の原則
・信頼性の原則とは、市町村における一般廃棄物の処理に関する事業に係る財務書類の

目的を達成する上で、その情報がどれだけ信頼に値する正確性と真実性を有するかを
意味する。信頼性の有無を判断するためには、①財務情報が取引事象の法律的形式よ
りもその実質と経済実態を反映しているか（実質優先主義）、②情報利用者の意志決定
を歪めることはないか（中立性）、③財務書類の表示が取引事象を忠実に反映するもの
となっているか（表示の忠実性）という点が考慮されるべきである。

１．４．３ その他の一般原則
・ その他の一般原則としては、①財務情報に省略または誤表示があれば情報利用者の意

思決定に影響を及ぼすが、どの程度の省略または誤表示ならば許容し得るか（重要性）、
②財務情報が会計期間または他の市町村との間で比較し得るものか（比較可能性）と
いう点等が考慮されるべきである。

１．５ 財務書類の構成
 一般廃棄物会計に係る財務書類の構成は、一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価
計算書（以下、「原価計算書」と示す場合もある。）、一般廃棄物の処理に関する事業に
係る行政コスト計算書、一般廃棄物の処理に関する事業に係る資産・負債一覧とする。

１．５．１ 一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価計算書
 市町村が行う直営又は委託により行う一般廃棄物処理（収集運搬、中間処理、資源化、
最終処分）について、一般廃棄物種毎に対象期間に要した費用及び得られた収益を表
したもので、一般廃棄物処理の効率性を検証するための情報として役立てることがで
きる。

１．５．２ 一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書
 市町村が行う一般廃棄物処理（原価計算書の対象）を含む、一般廃棄物の処理に関す
る事業について、対象期間に要した費用及び得られた収益を表したもので、一般廃棄
物の処理に関する事業の効率性を検証するための情報として役立てることができる。

１．５．３ 一般廃棄物の処理に関する事業に係る資産・負債一覧
 一般廃棄物の処理に関する事業に係る資産及び負債の状況を整理して表したもので、
当該資産及び負債を把握し管理することで、資産の有効活用の他、資産の更新や修繕
の計画的な実施などに役立てることができる。
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１．６ 作成の基礎となる計数
 財務書類は、市町村の決算及び公有財産台帳における計数を基礎として作成する。

１．７ 対象期間
 財務書類の対象期間は、毎年４月１日から翌年の３月３１日までの１か年とする。

１．８ 対象とする一般廃棄物の処理に関する事業
 市町村が行う一般廃棄物の処理に関する事業全般を対象とする。
 なお、本基準でいう一般廃棄物には、し尿は含まず、家庭系一般廃棄物及び事業系一
般廃棄物を対象とする。「一般廃棄物と併せて処理することができる産業廃棄物」につ
いては、本基準の対象外である。
 また、直接搬入ごみについては、直接搬入以降が一般廃棄物の処理に関する事業の対
象となる。
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１．９ 連結の手法
 市町村（組合を除く）が構成団体として加入する一部事務組合等の場合は、当該構成
団体の連結対象とする。
 組合との連結の手法については、各構成団体の経費負担割合に応じた比例連結とし、
補足情報として経費負担割合で比例連結したこと等を注記する。また、組合に対する
経費の負担割合が重要でないものは、連結の範囲に含めないことができることとし、
この場合にもその旨を注記する。連結を行う場合、市町村は組合負担金については、
入力しない。
 ただし、上記の算定ができない場合については、委託業務と同様の扱いとし、市町村
（組合を除く）は組合負担金を入力する。

１．１０ 他の会計との関係
１．１０．１ 新地方公会計制度研究会報告書に準拠している点
 以下の点については、総務省が設置する新地方公会計制度研究会がとりまとめた「新
地方公会計制度研究会報告書」（平成１８年５月）に基本的に準拠している。

－ 資産・負債の定義、区分
－ 費用・収益の定義、区分
－ 減価償却の方法、対象
－ 連結の手法

１．１０．２ 環境会計ガイドラインとの関係
 市町村が環境省による「環境会計ガイドライン 2005 年版」（平成 17 年２月）に基づ
いて環境会計を実施している場合、以下に示す関係にある。

－ 事業エリア内コストの資源循環コストのうち「一般廃棄物のリサイクル等のための
コスト」及び「一般廃棄物の処理・処分のためのコスト」は、原価計算書の作業部門
の費用に該当する。

－ 管理活動コストのうち、一般廃棄物の処理に関する事業について、対象期間に要し
た費用が、一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書の管理部門の経常
費用「その他の一般廃棄物の処理に関する事業に係る費用」に該当する。

－ 環境保全対策に伴う経済効果の実質的効果の収益のうち、リサイクルによる有価物
の売却収入は、原価計算書の「資源売却収入」に該当する。

１．１１ 用語の定義
１．１１．１ 一般廃棄物関連の用語

１．１１．１．１ 一般廃棄物の担当部門
 一般廃棄物の担当部門を、作業部門、管理部門に区分する。
 各部門の定義は以下のとおりである。
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表 １-１ 各部門の定義

収集運搬
部門

収集運搬とは、回収拠点等から一般廃棄物を中間処理施設・資源化施設
等まで収集し、運搬することを指す。管路収集運搬を含む。
収集運搬業務を担う部門を収集運搬部門という。

中間処理
部門

中間処理とは、焼却（溶融・スラグ化を含む。発電・熱利用を含む。）、
ごみ固形燃料化、資源化を目的としない埋立処分のための破砕、減容化
等を指す。
中間処理業務に加え、中間処理後の一般廃棄物を最終処分場まで運搬す
る業務、及び中間処理後の資源物を資源回収業者に引き渡すまでの業務
を担う部門を中間処理部門という。

最終処分
部門

最終処分とは、燃やさないごみ、焼却残さ、処理残さの埋立処分を指す。
最終処分業務を担う部門を最終処分部門という。

作
業
部
門

資源化部
門

資源化とは、廃棄物を再生利用するために必要な選別、圧縮及び梱包や
堆肥化、飼料化等を指し、生ごみ等バイオマスのメタン化等を含む。
処理工程との一体性から焼却処理に伴う焼却残さのスラグ化等再生利
用や、廃棄物発電は資源化部門ではなく中間処理部門とする。
資源化業務に加え、資源化後の一般廃棄物を最終処分場まで運搬する業
務、及び資源化後の資源物を資源回収業者に引き渡すまでの業務を担う
部門を資源化部門という。

管理部門 作業部門の管理を行う部門を管理部門という。

１．１１．１．２ 焼却残さ埋立量
 焼却残さ埋立量とは、中間処理（焼却）の後、最終処分場へ搬送される一般廃棄物の
重量を指す。

１．１１．１．３ 残さ焼却量
 残さ焼却量とは、中間処理（焼却以外）あるいは資源化の後、中間処理（焼却）施設
へ搬送される一般廃棄物の重量を指す。

１．１１．１．４ 処理残さ埋立量
 処理残さ埋立量とは、中間処理（焼却以外）あるいは資源化の後、最終処分場へ搬送
される一般廃棄物の重量を指す。

１．１１．１．５ 資源化量
 資源化量とは、中間処理あるいは資源化の後、資源回収業者へ引き渡される一般廃棄
物の重量を指す。
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１．１１．１．６ 積載区分
 積載区分とは、一般廃棄物を収集運搬する際に同じ車両に同時に積載されている一般
廃棄物種類の組合せを指す。

１．１１．１．７ 積載区分別のべ収集運搬時間
 積載区分別のべ収集運搬時間は、当該積載区分の年間出動時間に乗車人数を乗じて算
出する。

１．１１．１．８ 収集運搬量
 収集運搬量とは、収集運搬した一般廃棄物の重量を指す。

１．１１．１．９ 収集運搬容積
 収集運搬容積とは、収集運搬した一般廃棄物の容積を指す。
 各一般廃棄物種類の収集運搬容積を実測していない場合は、各一般廃棄物種類の収集
運搬量を比重で除すことによって、算出する。比重としては、以下のデータを利用す
る。

１．１１．１．１０ 中間処理投入量
 中間処理投入量とは、中間処理に投入される一般廃棄物の重量を指す。

条件なし
嵩密度
（m3/t)

パッカー
車嵩密度
（m3/t)

平ボディ
嵩密度
（m3/t)

重量当た
りの本数
（本/kg)

選別後資
源量発生
比率※

4.09 3.8 11.44
9.3 7.64 16.53
3.33 3.33 3.33

40.98 29.86 49.88 91 0.3861
28.49 10.05 40.78 50 1
8.12 8.08 7.07 5.7 2.1886
8.12 8.08 7.07 5.7
8.12 8.08 7.07 5.7
8.12 8.08 7.07 5.7

23.79 19.84 33.68 29 0.5038
107.67 77.78 133.82 0.0664
16.88 11.88 44.41 1.9694
8.8 8.84 8.71 0.6125

44.84 48 44.61 0.0594
6.91 6.87 7.12 1.807
4.19 4.57 2.64 6.0364

11.93 17.21 10.87 0.6014
1.35 1.35 1.35

79.59 86.65 56.04
22.93 22.06 23.11

注１ 注１ 注１ 注２ 注２
※欠損する選別後資源量を補完するための選別後資源量間の発生比率
注１

注２

出典

①②、④～⑰、⑲、⑳：平成16年度「リサイクル制度の体系化・高度化
推進検討調査 報告書」（環境省 廃棄物・リサイクル対策部）より
③、⑱：「都市ごみの総合管理を支援する評価計算システムの開発に
関する研究」1998年5月（北海道大学大学院工学研究科）より
平成16年度「リサイクル制度の体系化・高度化推進検討調査 報告書」
（環境省 廃棄物・リサイクル対策部）より

⑰古布
⑱生ごみ
⑲その他資源
⑳その他のごみ

⑬紙製容器包装
⑭紙パック
⑮段ボール
⑯古紙

⑨リターナブルびん
⑩ペットボトル
⑪白色トレイ
⑫プラスチック製容器包装

⑤スチール缶
⑥無色のガラス製の容器
⑦茶色のガラス製の容器
⑧その他のガラス製の容器

①燃やすごみ
②燃やさないごみ
③粗大ごみ
④アルミ缶
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１．１１．１．１１ 資源化投入量
 資源化投入量とは、資源化に投入される一般廃棄物の重量を指す。

１．１１．１．１２ 資源化ライン別ののべ稼働時間
 各資源化ライン別ののべ稼働時間は、当該資源化ラインの年間稼働時間に従事人数を
乗じて算出する。

１．１１．１．１３ 最終処分投入量
 最終処分投入量とは、最終処分に投入される一般廃棄物の重量を指す。なお、この重
量は埋立処分される重量である。

１．１１．１．１４ 委託区分
 委託区分とは、委託料もしくは組合負担金を把握することができる最小の単位を指す。

１．１１．１．１５ 指定袋やシール等の販売区分
 指定袋やシール等の販売区分とは、指定袋やシールの販売収入を把握することができ
る最小の単位を指す。

１．１１．１．１６ 家庭系直接搬入ごみの手数料区分
 家庭系直接搬入ごみの手数料区分とは、家庭系直接搬入ごみの手数料収入を把握する
ことができる最小の単位を指す。

１．１１．１．１７ 事業系直接搬入ごみの手数料区分
 事業系直接搬入ごみの手数料区分とは、事業系直接搬入ごみの手数料収入を把握する
ことができる最小の単位を指す。

１．１１．１．１８ 受託区分
 受託区分とは、近隣市町村からの受託収入を把握することができる最小の単位を指す。

１．１１．１．１９ 集団回収
 集団回収とは、市民団体等による資源回収において、市町村が用具の貸出、補助金等
の交付等により関与しているものを指す。

１．１１．１．２０ 直接搬入
 直接搬入とは、住民や事業者が市町村の一般廃棄物処理施設に一般廃棄物を直接持ち
込むことを指す。

１．１１．２ 会計関連の用語
１．１１．２．１ 費用

 費用とは、①一会計期間中における活動の成果を生み出すための努力として、②資産
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の流出もしくは減損、または負債の発生の形による経済的便益またはサービス供給能
力の減少であって、③会計主体の所有者以外との取引その他事象から生ずる純資産の
減少原因をいう。
 なお、固定資産形成や長期金融資産への資本的支出は、費用として計上されない。

１．１１．２．２ 収益
 収益とは、①一会計期間中における活動の成果として、②資産の流入もしくは増加、
または負債の減少の形による経済的便益またはサービス供給能力の増加であって、③
会計主体の所有者以外との取引その他事象から生ずる純資産の増加原因をいう。

１．１１．２．３ 資産
 資産とは、過去の事象の結果として、特定の会計主体が支配するものであって、①将
来の経済的便益が当該会計主体に流入すると期待される資源、または、当該会計主体
の目的に直接もしくは間接的に資する潜在的サービス提供能力を伴うものをいう。

１．１１．２．４ 負債
 負債とは、過去の事象から発生した、特定の会計主体の現在の義務であって、①これ
を履行するためには経済的便益を伴う資源が当該会計主体から流出し、または、②当
該会計主体の目的に直接もしくは間接的に資する潜在的なサービス提供能力の低下を
招くことが予想されるものをいう。

１．１２ 対象とする費目
 一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価計算書及び一般廃棄物の処理に関する事業
に係る行政コスト計算書が対象とする費目を表 １-２に示す。
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表 １-２ 一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価計算書及び一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書が対象とする費目

（４のうちの１）

大項目 小項目 原価
計算書

行政コスト
計算書

人件費
－ 収集運搬部門の作業人員の人件費。 ・職員給料

・退職給付引当金繰入額相当額
・その他の人件費

○ ○

委託料もしくは組合負担金 収集運搬業務の委託料もしくは組合負担
金。

・委託料
・組合負担金

委託料には、車検費用、車両整備費用等は含めない（これらは、物件費
に含める）。
一部事務組合について連結により財務書類を作成する場合には、組合負
担金は含めない。

○ ○

車両に係る物件費 収集運搬業務に使用する車両に係る物
件費。委託料もしくは組合負担金は含ま
ない。

・物品購入費
・維持補修費
・減価償却費
・その他の物件費（自動車損害保険料等）

雇車（運転手の雇い上げを含む。）の費用はその他の物件費とする。

○ ○

施設に係る物件費 収集運搬業務に係る施設（車両以外の施
設であって中継運搬施設、積替保管施設
等。）の物件費。委託料もしくは組合負担
金は含まない。容器包装のストックヤード
は資源化部門の施設に分類する。

・物品購入費
・維持補修費
・減価償却費
・その他の物件費（需用費、火災保険料等）

減価償却費の対象となる減価償却資産には、当該施設に係る計画・測
量・地質調査・設計・環境アセスメント等の費用、建中利息を含む。

○ ○

車両・施設以外に係る物件費のうち特定
の一般廃棄物種類に係る物件費

物件費のうち「委託料もしくは組合負担
金」「車両に係る物件費」「施設に係る物
件費」以外の物件費で、特定の一般廃棄
物種類に係る物件費。例えば、カラス防
止用ネット、びん・缶分別用のコンテナ等
に係る物件費が挙げられる。

・物品購入費
・維持補修費
・減価償却費
・その他の物件費 ○ ○

その他の共通的物件費 収集運搬部門における物件費のうち上記
以外の物件費。

・物品購入費
・維持補修費
・減価償却費
・その他の物件費

○ ○

特定の一般廃棄物種類等の施設に係る
経費

収集運搬部門における特定の施設に係る
経費。例えば、燃やすごみについて、中継
基地を設けて広域的な焼却施設に運搬し
ている場合、中継基地の経費が該当す
る。

・公債費（元本を除く）
・借入金支払利息
・貸倒引当金繰入額
・その他の経費

○ ○

一般廃棄物種類全般に係る経費 収集運搬部門における一般廃棄物種類
全般に係る経費。

・公債費（元本を除く）
・借入金支払利息
・貸倒引当金繰入額
・その他の経費

○ ○

人件費
－ 中間処理部門の作業人員の人件費。 ・職員給料

・退職給付引当金繰入額相当額
・その他の人件費

○ ○

委託料もしくは組合負担金 中間処理業務の委託料もしくは組合負担
金。

・委託料
・組合負担金

委託料には、装置運転業務委託、エレベータ管理業務委託、清掃業務委
託、分析業務委託等は含めない（これらは、物件費に含める）。
一部事務組合について連結により財務書類を作成する場合には、組合負
担金は含めない。

○ ○

施設に係る物件費 中間処理に係る施設に係る物件費。委託
料もしくは組合負担金は含まない。

・物品購入費
・維持補修費
・減価償却費
・その他の物件費（需用費、火災保険料等）

減価償却費の対象となる減価償却資産には、当該施設に係る計画・測
量・地質調査・設計・環境アセスメント等の費用、建中利息を含む。運転業
務委託費はその他の物件費とする。

○ ○

その他の共通的物件費 中間処理部門における物件費のうち上記
以外の物件費。

・物品購入費
・維持補修費
・減価償却費
・その他の物件費

○ ○

特定の一般廃棄物種類等の施設に係る
経費

中間処理部門における特定の施設に係る
経費。例えば、粗大ごみ・燃やさないごみ
処理施設に係る経費がこれに該当する。

・公債費（元本を除く）
・借入金支払利息
・貸倒引当金繰入額
・その他の経費

○ ○

一般廃棄物種類全般に係る経費 中間処理部門における一般廃棄物種類
全般に係る経費。焼却施設は、粗大ごみ
処理施設や燃やさないごみ処理施設の残
さを処理することが通常行われているの
で、焼却施設・灰溶融施設の経費はここ
に計上する。

・公債費（元本を除く）
・借入金支払利息
・貸倒引当金繰入額
・その他の経費 ○ ○

（凡例）
○…算入する
－…算入しない
（注）
①大項目欄の「人件費」、「物件費」、「経費」等の説明については、「２．一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価計算書」及び「３．一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書」を参照。
②内容欄の「その他の物件費」としては、旅費、需用費（印刷製本費、光熱水費等）、役務費（通信運搬費、火災保険料、自動車損害保険料等）、使用料、賃借料等が挙げられる。

経常費用
（つづく）

経常業務
費用

（つづく）

物件費

経費

中間処理
部門

物件費

経費

費目
説明費用／収益種別

対象費目
内容 要注意事項部門

収集運搬
部門
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表 １-２ 一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価計算書及び一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書が対象とする費目
（４のうちの２）

大項目 小項目
原価

計算書
行政コスト
計算書

人件費
－ 最終処分部門の作業人員の人件費。 ・職員給料

・退職給付引当金繰入額相当額
・その他の人件費

○ ○

委託料もしくは組合負担金 最終処分業務の委託料もしくは組合負担
金。

・委託料
・組合負担金

委託料には、装置運転業務委託、エレベータ管理業務委託、清掃業務委
託、分析業務委託等は含めない（これらは、物件費に含める）。
一部事務組合について連結により財務書類を作成する場合には、組合負
担金は含めない。

○ ○

施設に係る物件費 最終処分に係る施設の物件費。委託料も
しくは組合負担金は含まない。

・物品購入費
・維持補修費
・減価償却費
・その他の物件費（需用費、火災保険料等）

減価償却費の対象となる減価償却資産には、当該施設に係る計画・測
量・地質調査・設計・環境アセスメント等の費用、建中利息を含む。運転業
務委託費はその他の物件費とする。

○ ○

その他の共通的物件費 最終処理部門における物件費のうち上記
以外の物件費。

・物品購入費
・維持補修費
・減価償却費
・その他の物件費

○ ○

特定の一般廃棄物種類等の施設に係る
経費

最終処分部門における特定の施設に係る
経費。例えば、直接搬入ごみの破砕等の
埋立前処理を行う施設の経費が該当す
る。

・公債費（元本を除く）
・借入金支払利息
・貸倒引当金繰入額
・その他の経費

○ ○

一般廃棄物種類全般に係る経費 最終処分部門における一般廃棄物種類
全般に係る経費。最終処分場の経費（上
らんの経費を除く）はここに計上する。

・公債費（元本を除く）
・借入金支払利息
・貸倒引当金繰入額
・その他の経費

○ ○

人件費
－ 資源化部門の作業人員の人件費。 ・職員給料

・退職給付引当金繰入額相当額
・その他の人件費

○ ○

委託料もしくは組合負担金 資源化業務の委託料もしくは組合負担
金。

・委託料
・組合負担金

委託料には、装置運転業務委託、エレベータ管理業務委託、清掃業務委
託、分析業務委託等は含めない（これらは、物件費に含める）。
一部事務組合について連結により財務書類を作成する場合には、組合負
担金は含めない。

○ ○

施設に係る物件費 資源化業務に係る施設の物件費。委託料
もしくは組合負担金は含まない。容器包
装のストックヤードを含む。

・物品購入費
・維持補修費
・減価償却費
・その他の物件費（需用費、火災保険料等）

減価償却費の対象となる減価償却資産には、当該施設に係る計画・測
量・地質調査・設計・環境アセスメント等の費用、建中利息を含む。運転業
務委託費はその他の物件費とする。

○ ○

その他の共通的物件費 資源化部門における物件費のうち上記以
外の物件費。

・物品購入費
・維持補修費
・減価償却費
・その他の物件費

○ ○

特定の一般廃棄物種類等の施設に係る
経費

資源化部門における特定の施設に係る経
費。一般廃棄物の種類別に施設を別置し
ている場合（例えばPETボトルの選別・圧
縮・梱包施設が独立している）は、当該施
設の経費をここに計上する。

・公債費（元本を除く）
・借入金支払利息
・貸倒引当金繰入額
・その他の経費

○ ○

一般廃棄物種類全般に係る経費 資源化部門における一般廃棄物種類全
般に係る経費。

・公債費（元本を除く）
・借入金支払利息
・貸倒引当金繰入
・その他の経費

○ ○

（凡例）
○…算入する
－…算入しない
（注）
①大項目欄の「人件費」、「物件費」、「経費」等の説明については、「２．一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価計算書」及び「３．一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書」を参照。
②内容欄の「その他の物件費」としては、旅費、需用費（印刷製本費、光熱水費等）、役務費（通信運搬費、火災保険料、自動車損害保険料等）、使用料、賃借料等が挙げられる。

経常費用
（つづき）
（つづく）

経常業務
費用

（つづき）
（つづく）

物件費

経費

資源化部
門

最終処分
部門

物件費

経費

説明費用／収益種別
対象費目

内容 要注意事項部門
費目
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表 １-２ 一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価計算書及び一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書が対象とする費目
（４のうちの３）

大項目 小項目
原価

計算書
行政コスト
計算書

人件費
－ 管理部門の職員の人件費。 ・職員給料

・退職給付引当金繰入額相当額
・その他の人件費

○ ○

物件費

－ 管理部門における物件費。 ・物品購入費
・維持補修費
・減価償却費
・その他の物件費

装置運転業務委託、エレベータ管理業務委託、清掃業務委託、分析業務
委託等は含めない（これらは、物件費に含める）。
一部事務組合について連結により財務書類を作成する場合には、組合負
担金は含めない。

○ ○

経費

－ 管理部門における経費。指定袋や有料化
シールの販売に係る費用はここに計上す
る。

・公債費（元本を除く）
・借入金支払利息
・貸倒引当金繰入
・その他の経費

○ ○

ごみ処理基本計画、分別収集計画など
の各種計画策定に要する費用 － ○

一般廃棄物処理業の許可、一般廃棄物
処理施設の許可の業務に係る費用 － ○

一般廃棄物排出事業者に対する指導・
監督に係る費用

－ ○

広報・普及啓発に係る費用 － ○
リサイクルセンターのうち、広報・普
及啓発に係る費用

例えば、「分別カレンダー」も本費目に含まれ、原価計算には含め
ず、行政コスト計算には含める。 － ○

不法投棄防止対策に係る費用 － ○
一部事務組合の議会に係る費用、監査
に係る費用

－ ○

閉鎖した最終処分場の維持管理に係る
費用

過去における一般廃棄物の発生に起因する費用なので、原価計算書
の対象としない。 － ○

その他 その他費用 － 以上に該当しない管理部門に係る費
用。

－ ○

経常移転
支出

扶助費等支出 社会保障給付としての扶助費等の支出。 － ○

補助金等支出（資源物の集
団回収や生ごみ処理機等に
対する助成金等）

－ ○

その他経常移転支出 以上に該当しない経常移転支出。 － ○
（凡例）
○…算入する
－…算入しない
（注）
①大項目欄の「人件費」、「物件費」、「経費」等の説明については、「２．一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価計算書」及び「３．一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書」を参照。
②内容欄の「その他の物件費」としては、旅費、需用費（印刷製本費、光熱水費等）、役務費（通信運搬費、火災保険料、自動車損害保険料等）、使用料、賃借料等が挙げられる。

経常費用
（つづき）

経常業務
費用

（つづき）

費目
説明費用／収益種別

対象費目
内容 要注意事項部門

一般廃棄物の処理を円滑に
実施するための各種施策に
係る費用

管理部門

－
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表 １-２ 一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価計算書及び一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書が対象とする費目
（４のうちの４）

大項目 小項目 原価
計算書

行政コスト
計算書

－ ○

－ ○

－ ○

過去における一般廃棄物の発生に起因する費用なので、原価計算書の
対象としない。また、一時的に発生する経費であることから特別損失とす
る。

－ ○

自己収入

・指定袋やシール等の販売収入
・家庭系直接搬入ごみの手数料収入
・事業系直接搬入ごみの手数料収入
・近隣市町村からの作業委託収入

参考 ○

その他の業務収益 ・資源売却収入
・売電収入

参考 ○

受取利息等
受取利息等は一部事務組合が保有する有価証券や貸付金から発生する
受取配当金や受取利息等をいう。市町村が一部事務組合分を連結算定
する場合は、該当する。

－ ○

その他の業務外収益 例えば、資産等の売却収入等が挙げられる。 － ○

資産形成に資する支出金 － 償却資産の取得にあたり利用した支出金
のうち、当該資産の減価償却相当部分

・国庫支出金（減価償却相当分）
・都道府県支出金（減価償却相当分） － ○

その他の支出金 － ・国庫支出金
・都道府県支出金 － ○

施設解体引当金繰入額
当該年度に発生した一般廃棄物を処理した施設を解体する際、費用が発
生することを示すために、合理的に算定できる場合は、本項目を行政コス
ト計算書に注記する。

－ 注記

最終処分場閉鎖後維持管理
引当金繰入額

当該年度に発生した一般廃棄物を埋立処分後に、当該廃棄物の維持管
理のために費用が発生することを示すために、合理的に算定できる場合
は、本項目を行政コスト計算書に注記する。

－ 注記

地元還元施設に係る費用 － 注記

地元還元施設に係る収益 － 注記

取付道路に係る費用 － 注記

取付道路に係る収益 － 注記

（凡例）
○…算入する
－…算入しない
（注）
①大項目欄の「人件費」、「物件費」、「経費」等の説明については、「２．一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価計算書」及び「３．一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書」を参照。
②内容欄の「その他の物件費」としては、旅費、需用費（印刷製本費、光熱水費等）、役務費（通信運搬費、火災保険料、自動車損害保険料等）、使用料、賃借料等が挙げられる。

経常収益

注記事項

経常業務
収益

経常移転
収入

－

業務収益

－

業務外収益

－

特別損失 －

一般廃棄物の処理を行う事業に係る経常的に発生しない事故であって、
一般廃棄物処理システムが１日以上に渡って停止するような事故にか
かる「原状回復に要した費用」及び「補償・賠償金」

不法投棄物、災害ごみ、漂着ごみの収集運搬、中間処理、再資源化、最
終処分に係る特別な要因で一時的に発生する臨時的な損失

施設の解体に係る費用

事故が原因で資産の除却を行った場合の当該施設の帳簿価額

説明費用／収益種別
対象費目

内容 要注意事項部門
費目

地元還元施設は一般廃棄物処理事業に資する面と福利事業との区別が
困難なことから、これに係る費用・収益は原価計算書には含めず、行政コ
スト計算書では注記とする。
取付道路整備は一般廃棄物処理事業に資する面と福利事業との区別が
困難なことから、これに関する費用・収益は原価計算書には含めず、行政
コスト計算書では注記とする。
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２．一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価計算書

２．１ 一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価計算書の意義
 ｢原価計算｣とは、市町村における一般廃棄物の処理に関する事業のうち主として一般
廃棄物の処理を行う事業に係る費用を部門毎に把握し、その金額を一般廃棄物種類別
に配賦し、一般廃棄物種類別の重量単価を算出することを指す。原価計算の結果等を
とりまとめた書類を「一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価計算書」という。

２．２ 一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価計算書の作成目的
 市町村が、納税者に対して一般廃棄物の処理に関する事業の財務情報を開示するため
に、作成する。
 市町村が、自らの一般廃棄物の処理に関する事業及びその運営のあり方を検討するた
めの基礎情報とするために、作成する。
 市町村が、自らの一般廃棄物の処理に関する事業を、能率的に運営し、社会経済的に
効率的な事業となるようにする見地から、そのアウトカムと投入コストを比較衡量し、
事業の費用対効果を検証するための基礎情報とするために、作成する。
 すなわち、一般廃棄物の処理に関する事業（一般廃棄物の収集運搬体制の変更や有料
化施策の導入等）を検討する際の判断材料、及び変更・導入する際の議会や住民への
説明材料の一つとして活用することができる。
 また、人口規模や産業構造が類似している市町村や一般廃棄物処理体制が類似してい
る市町村の一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価計算書を比較することにより、
コスト面で優れた市町村の状況をベンチマークとして自らの一般廃棄物の処理に関す
る事業の改善を図ることができる。
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２．３ 一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価計算書の様式

一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価計算書（総括表）
（平成X年4月1日～平成X+1年3月31日）

①
燃
や
す
ご
み

②
燃
や
さ
な
い
ご
み

③
粗
大
ご
み

④
ア
ル
ミ
缶

⑤
ス
チ
ー

ル
缶

⑥
無
色
の
ガ
ラ
ス
製
の
容
器

⑦
茶
色
の
ガ
ラ
ス
製
の
容
器

⑧
そ
の
他
の
ガ
ラ
ス
製
の
容
器

⑨
リ
タ
ー

ナ
ブ
ル
び
ん

⑩
ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル

⑪
白
色
ト
レ
イ

⑫
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
容
器
包
装

⑬
紙
製
容
器
包
装

⑭
紙
パ
ッ
ク

⑮
段
ボ
ー

ル

⑯
古
紙

⑰
古
布

⑱
生
ご
み

⑲
そ
の
他
の
資
源
ご
み

⑳
そ
の
他
の
ご
み

合計

＜原価＞ 収集運搬部門原価
（円/kg-収集運搬量)

11.01 36.94 - 101.30 66.45 27.06 27.48 29.69 - 60.90 - 0.00 0.00 - 11.51 6.98 19.88 - 51.56 44.26 13.02

中間処理部門原価
（円/kg-中間処理投入量)

33.16 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 33.16

最終処分部門原価
（円/kg-最終処分投入量)

- 64.75 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 64.75

資源化部門原価
（円/kg-資源化投入量）

- - - 97.31 28.07 - - - - 68.11 - 167.14 - - - - - - 54.09 62.40 74.19

［参考］
＜費用＞

収集運搬部門費
（円/年）

78,075,664 4,543,294 0 3,849,331 3,322,341 2,598,090 1,951,327 890,635 0 3,836,768 0 0 0 0 2,751,735 10,346,486 3,120,835 0 14,849,135 619,649 130,755,290

中間処理部門費
（円/年）

317,892,142 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 317,892,142

最終処分部門費
（円/年）

0 31,920,776 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 31,920,776

資源化部門費
（円/年）

0 0 0 4,086,850 2,245,522 0 0 0 0 4,358,770 0 19,722,592 0 0 0 0 0 0 20,445,742 1,372,893 52,232,369

作業部門費合計
（円/年）

395,967,806 36,464,070 0 7,936,182 5,567,863 2,598,090 1,951,327 890,635 0 8,195,538 0 19,722,592 0 0 2,751,735 10,346,486 3,120,835 0 35,294,877 1,992,542 532,800,578

管理部門費
（円/年）

9,569,178 881,211 0 191,787 134,553 62,786 47,156 21,523 0 198,054 0 1,136,538 95,784 0 66,499 250,034 75,418 0 2,870,943 1,773,074 17,374,538

費用合計
（円/年）

405,536,983 37,345,281 0 8,127,968 5,702,417 2,660,876 1,998,483 912,158 0 8,393,592 0 20,859,130 95,784 0 2,818,234 10,596,520 3,196,253 0 38,165,820 3,765,616 550,175,116

［参考］
＜収益＞

収益合計
（円/年）

23,902,500 156,900 0 3,989,996 879,350 21,030 14,350 6,640 0 0 0 0 0 0 744,360 4,508,580 478,823 0 632,226 0 35,334,755
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部門別表（収集運搬部門）
（別紙1）

収集運搬部門

①
燃
や
す
ご
み

②
燃
や
さ
な
い
ご
み

③
粗
大
ご
み

④
ア
ル
ミ
缶

⑤
ス
チ
ー

ル
缶

⑥
無
色
の
ガ
ラ
ス
製
の
容
器

⑦
茶
色
の
ガ
ラ
ス
製
の
容
器

⑧
そ
の
他
の
ガ
ラ
ス
製
の
容
器

⑨
リ
タ
ー

ナ
ブ
ル
び
ん

⑩
ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル

⑪
白
色
ト
レ
イ

⑫
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
容
器
包
装

⑬
紙
製
容
器
包
装

⑭
紙
パ
ッ
ク

⑮
段
ボ
ー

ル

⑯
古
紙

⑰
古
布

⑱
生
ご
み

⑲
そ
の
他
の
資
源
ご
み

⑳
そ
の
他
の
ご
み

合計

委託収集運搬原価
（円/kg-収集運搬量)

- - - - - - - - - - - - - - 11.51 6.98 19.88 - - - 8.64

直営収集運搬原価
（円/kg-収集運搬量)

11.01 36.94 - 101.30 66.45 27.06 27.48 29.69 - 60.90 - 0.00 0.00 - - - - - 51.56 44.26 14.03

収集運搬原価
（円/kg-収集運搬量)

11.01 36.94 - 101.30 66.45 27.06 27.48 29.69 - 60.90 - 0.00 0.00 - 11.51 6.98 19.88 - 51.56 44.26 13.02

＜費用＞

委託
委託料もしくは組合負担金
（円／年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,751,735 10,346,486 3,120,835 0 0 0 16,219,056

直営
人件費
（円／年）

62,361,923 4,014,885 0 3,017,724 2,506,023 2,186,668 1,617,223 683,334 0 2,164,889 0 0 0 0 0 0 0 0 9,423,827 546,689 88,523,185

車両に係る物件費
（円／年）

9,590,460 314,833 0 212,806 180,914 179,165 142,018 81,096 0 137,802 0 0 0 0 0 0 0 0 136,946 0 10,976,040

施設に係る物件費
（円／年）

6,123,280 213,576 0 430,789 463,417 154,257 114,086 48,205 0 284,077 0 0 0 0 0 0 0 0 5,209,611 72,960 13,114,259

車両・施設以外に係るのうち、特定の廃
棄物に係る物件費（円／年）

0 0 0 188,013 171,987 78,000 78,000 78,000 0 1,250,000 0 0 0 0 0 0 0 0 78,750 0 1,922,750

その他共通的物件費
（円／年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経費
（円／年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

委託収集運搬費
（円/年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,751,735 10,346,486 3,120,835 0 0 0 16,219,056

直営収集運搬費
（円/年）

78,075,664 4,543,294 0 3,849,331 3,322,341 2,598,090 1,951,327 890,635 0 3,836,768 0 0 0 0 0 0 0 0 14,849,135 619,649 114,536,234

収集運搬部門費
（円/年）

78,075,664 4,543,294 0 3,849,331 3,322,341 2,598,090 1,951,327 890,635 0 3,836,768 0 0 0 0 2,751,735 10,346,486 3,120,835 0 14,849,135 619,649 130,755,290

＜取扱量＞
委託収集運搬量
（t/年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 239 1,482 157 0 0 0 1,878

直営収集運搬量
（t/年）

7090 123 0 38 50 96 71 30 0 63 0 170 130 0 0 0 0 0 288 14 8,163

収集運搬量
（t/年）

7,090 123 0 38 50 96 71 30 0 63 0 170 130 0 239 1,482 157 0 288 14 10,041
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部門別表（中間処理部門）

（別紙2）

中間処理部門

①
燃
や
す
ご
み

②
燃
や
さ
な
い
ご
み

③
粗
大
ご
み

④
ア
ル
ミ
缶

⑤
ス
チ
ー

ル
缶

⑥
無
色
び
ん

⑦
茶
色
び
ん

⑧
そ
の
他
の
色
び
ん

⑨
リ
タ
ー

ナ
ブ
ル
び
ん

⑩
ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル

⑪
白
色
ト
レ
イ

⑫
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
容
器
包
装

⑬
紙
製
容
器
包
装

⑭
紙
パ
ッ
ク

⑮
段
ボ
ー

ル

⑯
古
紙

⑰
古
布

⑱
生
ご
み

⑲
そ
の
他
の
資
源
ご
み

⑳
そ
の
他
の
ご
み

合計

委託中間処理原価
（円/kg-中間処理投入量)

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

直営中間処理原価
（円/kg-中間処理投入量)

33.16 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 33.16

中間処理原価
（円/kg-中間処理投入量)

33.16 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 33.16

＜費用＞

委託
委託料もしくは組合負担金
（円／年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

直営
人件費
（円／年）

7,194,791 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7,194,791

施設に係る物件費
（円／年）

310,697,351 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 310,697,351

その他共通的物件費
（円／年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経費
（円／年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

委託中間処理費
（円/年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

直営中間処理費
（円/年）

317,892,142 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 317,892,142

中間処理部門費
（円/年）

317,892,142 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 317,892,142

＜取扱量＞
委託中間処理量
(t/年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

直営中間処理量
(t/年）

9,587 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9,587

中間処理量
(t/年）

9,587 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9,587
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部門別表（最終処分部門）

（別紙３）

最終処分部門

①
燃
や
す
ご
み

②
燃
や
さ
な
い
ご
み

③
粗
大
ご
み

④
ア
ル
ミ
缶

⑤
ス
チ
ー

ル
缶

⑥
無
色
び
ん

⑦
茶
色
び
ん

⑧
そ
の
他
の
色
び
ん

⑨
リ
タ
ー

ナ
ブ
ル
び
ん

⑩
ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル

⑪
白
色
ト
レ
イ

⑫
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
容
器
包
装

⑬
紙
製
容
器
包
装

⑭
紙
パ
ッ
ク

⑮
段
ボ
ー

ル

⑯
古
紙

⑰
古
布

⑱
生
ご
み

⑲
そ
の
他
の
資
源
ご
み

⑳
そ
の
他
の
ご
み

合計

委託最終処分原価
（円/kg-最終処分投入量)

- 24.07 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 24.07

直営最終処分原価
（円/kg-最終処分投入量)

- 131.88 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 131.88

最終処分原価
（円/kg-最終処分投入量)

- 64.75 - - - - - - - - - - - - - - - - - - 64.75

＜費用＞

委託
委託料もしくは組合負担金
（円／年）

0 7,390,384 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7,390,384

直営
人件費
（円／年）

0 8,752,476 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8,752,476

施設に係る物件費
（円／年）

0 15,677,917 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 15,677,917

その他共通的物件費
（円／年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経費
（円／年）

0 100,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 100,000

委託最終処分費
（円/年）

0 7,390,384 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7,390,384

直営最終処分費
（円/年）

0 24,530,392 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 24,530,392

最終処分部門費
（円/年）

0 31,920,776 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 31,920,776

＜取扱量＞
委託最終処分量
(t/年）

0 307 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 307

直営最終処分量
(t/年）

0 186 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 186

最終処分量
(t/年）

0 493 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 493
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部門別表（資源化部門）
（別紙４）

資源化部門

①
燃
や
す
ご
み

②
燃
や
さ
な
い
ご
み

③
粗
大
ご
み

④
ア
ル
ミ
缶

⑤
ス
チ
ー

ル
缶

⑥
無
色
び
ん

⑦
茶
色
び
ん

⑧
そ
の
他
の
色
び
ん

⑨
リ
タ
ー

ナ
ブ
ル
び
ん

⑩
ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル

⑪
白
色
ト
レ
イ

⑫
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
容
器
包
装

⑬
紙
製
容
器
包
装

⑭
紙
パ
ッ
ク

⑮
段
ボ
ー

ル

⑯
古
紙

⑰
古
布

⑱
生
ご
み

⑲
そ
の
他
の
資
源
ご
み

⑳
そ
の
他
の
ご
み

合計

委託資源化原価
（円/kg-資源化投入量)

- - - - - - - - - - - - - - - - - - 49.56 - 49.56

直営資源化原価
（円/kg-資源化投入量)

- - - 97.31 28.07 - - - - 68.11 - 167.14 - - - - - - 135.20 62.40 99.68

資源化部門原価
（円/kg-資源化投入量）

- - - 97.31 28.07 - - - - 68.11 - 167.14 - - - - - - 54.09 62.40 74.19

＜費用＞

委託
委託料もしくは組合負担金
（円／年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17,741,705 0 17,741,705

直営
人件費
（円／年）

0 0 0 2,550,377 1,401,306 0 0 0 0 2,371,010 0 13,435,724 0 0 0 0 0 0 1,317,228 263,446 21,339,092

施設に係る物件費
（円／年）

0 0 0 1,536,473 844,216 0 0 0 0 1,987,760 0 6,286,868 0 0 0 0 0 0 1,386,809 1,109,447 13,151,572

その他共通的物件費
（円／年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経費
（円／年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

委託資源化費
（円/年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17,741,705 0 17,741,705

直営資源化費
（円/年）

0 0 0 4,086,850 2,245,522 0 0 0 0 4,358,770 0 19,722,592 0 0 0 0 0 0 2,704,037 1,372,893 34,490,664

資源化部門費
（円/年）

0 0 0 4,086,850 2,245,522 0 0 0 0 4,358,770 0 19,722,592 0 0 0 0 0 0 20,445,742 1,372,893 52,232,369

＜取扱量＞
委託資源化量
（t/年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 358 0 358

直営資源化量
（t/年）

0 0 0 42 80 0 0 0 0 64 0 118 0 0 0 0 0 0 20 22 346

資源化量
（t/年）

0 0 0 42 80 0 0 0 0 64 0 118 0 0 0 0 0 0 378 22 704
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部門別表（管理部門）
（別紙５）

管理部門

①
燃
や
す
ご
み

②
燃
や
さ
な
い
ご
み

③
粗
大
ご
み

④
ア
ル
ミ
缶

⑤
ス
チ
ー

ル
缶

⑥
無
色
び
ん

⑦
茶
色
び
ん

⑧
そ
の
他
の
色
び
ん

⑨
リ
タ
ー

ナ
ブ
ル
び
ん

⑩
ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル

⑪
白
色
ト
レ
イ

⑫
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
容
器
包
装

⑬
紙
製
容
器
包
装

⑭
紙
パ
ッ
ク

⑮
段
ボ
ー

ル

⑯
古
紙

⑰
古
布

⑱
生
ご
み

⑲
そ
の
他
の
資
源
ご
み

⑳
そ
の
他
の
ご
み

合計

人件費
（円/年）

9,568,995 881,194 0 191,787 134,553 62,786 47,156 21,523 0 198,054 0 476,618 0 0 66,499 250,034 75,418 0 852,939 48,152 12,875,708

物件費
（円/年）

183 17 0 0 0 0 0 0 0 0 0 659,920 95,784 0 0 0 0 0 2,018,004 1,724,922 4,498,830

経費
（円/年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

管理部門費合計
（円/年）

9,569,178 881,211 0 191,787 134,553 62,786 47,156 21,523 0 198,054 0 1,136,538 95,784 0 66,499 250,034 75,418 0 2,870,943 1,773,074 17,374,538

費用合計
（円/年）

405,536,983 37,345,281 0 8,127,968 5,702,417 2,660,876 1,998,483 912,158 0 8,393,592 0 20,859,130 95,784 0 2,818,234 10,596,520 3,196,253 0 38,165,820 3,765,616 550,175,116

（別紙６）

＜収益＞

①
燃
や
す
ご
み

②
燃
や
さ
な
い
ご
み

③
粗
大
ご
み

④
ア
ル
ミ
缶

⑤
ス
チ
ー

ル
缶

⑥
無
色
び
ん

⑦
茶
色
び
ん

⑧
そ
の
他
の
色
び
ん

⑨
リ
タ
ー

ナ
ブ
ル
び
ん

⑩
ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル

⑪
白
色
ト
レ
イ

⑫
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
容
器
包
装

⑬
紙
製
容
器
包
装

⑭
紙
パ
ッ
ク

⑮
段
ボ
ー

ル

⑯
古
紙

⑰
古
布

⑱
生
ご
み

⑲
そ
の
他
の
資
源
ご
み

⑳
そ
の
他
の
ご
み

合計

指定袋やシール等の販売収入
（円／年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

家庭系直接搬入ごみの手数料収入
（円／年）

0 156,900 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 156,900

事業系直接搬入ごみの手数料収入
（円／年）

23,902,500 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 23,902,500

近隣市区町村からの作業委託収入
（円／年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資源売却収入
（円／年）

0 0 0 3989996 879350 21030 14350 6640 0 0 0 0 0 0 744360 4508580 478823 0 632226 0 11,275,355

売電収入
（円／年）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

収益合計
（円/年）

23,902,500 156,900 0 3,989,996 879,350 21,030 14,350 6,640 0 0 0 0 0 0 744,360 4,508,580 478,823 0 632,226 0 35,334,755
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２．４ 一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価計算書の作成方法
２．４．１ 一般廃棄物の分類
 一般廃棄物を以下の20種類に分類して、一般廃棄物種類毎の原価を算出する。
 なお、以下の一般廃棄物種類のうち、作成主体が収集運搬、中間処理、資源化あるい
は最終処分のいずれも行っていない区分については、原価算出の対象としない。
 以下の一般廃棄物種類のうち、複数の分類を同時に収集運搬、中間処理、資源化ある
いは最終処分を行っている場合には、２．４．２ 以下に示す方法により、各一般廃
棄物種類別に原価を算出する。

① 燃やすごみ
② 燃やさないごみ
③ 粗大ごみ
④ アルミ缶
⑤ スチール缶
⑥ 無色のガラス製の容器
⑦ 茶色のガラス製の容器
⑧ その他のガラス製の容器
⑨ リターナブルびん
⑩ ペットボトル
⑪ 白色トレイ
⑫ プラスチック製容器包装
⑬ 紙製容器包装
⑭ 紙パック
⑮ 段ボール
⑯ 古紙
⑰ 古布
⑱ 生ごみ
⑲ その他の資源ごみ
⑳ その他のごみ

２．４．２ 原価計算の流れ
 各部門の費用を一般廃棄物種類別に配賦した後、それらの費用を一般廃棄物種類別に
合算した金額が、一般廃棄物種類別の一般廃棄物処理費用の合計金額（円/年）となる。
 複数の部門に跨る費用について部門別の費用を把握できない場合は、適切な配賦基準
で部門別に配賦する。また、一般廃棄物の処理に関する事業に係る費用と、その他の
事業に係る費用と区別して把握していない場合は、適切な基準で一般廃棄物の処理に
関する事業に係る費用を把握する。
 可能な限り、一般廃棄物種類別に費用を把握するが、一般廃棄物種類別に把握できな
い費用については、適切な配賦基準で一般廃棄物種類別に配賦する。
 部門別の一般廃棄物種類別の一般廃棄物処理単価（＝原価）（円/kg）は、各部門別の
一般廃棄物種類別の一般廃棄物処理費用の合計金額を各部門への投入量で除すことに
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よって算出する。例えば、燃やすごみの収集運搬部門原価は、燃やすごみ収集運搬量
で除し、単位は（円/kg-燃やすごみ収集運搬量）、燃やすごみの中間処理部門原価は、
燃やすごみ中間処理投入量で除し、単位は（円/kg-燃やすごみ中間処理投入量）となる。
 資源物の売却やごみ発電の売電等に伴う収益については、費用とは別途計上し、原価
の算出には加えない。
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図 ２-１ 一般廃棄物種類別の原価の算出方法
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２．４．３ 原価計算書の対象とする費用
 一般廃棄物会計の対象期間に市町村の域内で発生し、市町村が収集運搬した一般廃棄
物または市町村の一般廃棄物処理・処分施設等に直接搬入された一般廃棄物の収集運
搬、中間処理、資源化、最終処分及びその管理に係る費用を原価計算書の対象とする。
 毎年４月１日から翌年の３月３１日までの一か年に、市町村が収集運搬した一般廃棄
物または市町村の一般廃棄物処理・処分施設等に直接搬入された一般廃棄物で、中間
処理、資源化、最終処分されるまでに至っていないものについては、棚卸計上せず、
当年度の費用として処理する。
 対象とする費用は、各作業部門・管理部門における経常業務費用とする。経常業務費
用を、「人件費」、「物件費」及び「経費」に分類する（表 ２-１参照）。
 国庫支出金や都道府県支出金等支出金を利用した場合でも、支出金分を費用から控除
しない。財産処分に係る返還金については、原価計算書の対象とはしない。
 以下の項目は、原価計算書の対象とはしない非原価項目とする。
－ ごみ処理基本計画、分別収集計画などの各種計画策定に要する費用
－ 一般廃棄物処理業の許可、一般廃棄物処理施設の許可の業務に係る費用
－ 一般廃棄物排出事業者に対する指導・管理に係る費用
－ 広報・普及啓発に係る費用
－ リサイクルセンターのうち、広報・普及啓発に係る費用
－ 不法投棄防止対策に係る費用
－ 一部事務組合の議会に係る費用、監査に係る費用
－ 閉鎖した最終処分場の維持管理に係る費用
－ 資源物の集団回収や生ごみ処理機等に対する助成金
－ 一般廃棄物の処理を行う事業に係る経常的に発生しない事故であって、一般廃棄

物処理システムが１日以上に渡って停止するような事故に係る「原状回復に要し
た費用」及び「補償・賠償金」

－ 不法投棄物、災害ごみ、漂着ごみの収集運搬、中間処理、資源化、最終処分に係
る特別な要因で一時的に発生する臨時的な損失

－ 事故が原因で資産除却を行った場合の当該資産の帳簿価額から処分可能価額を控
除した金額

表 ２-１ 原価計算書の対象とする費用

人件費 「職員給料」、「退職給付引当金繰入額相当額」、「その他の人件費」

物件費
「物品購入費」、「維持補修費」、「減価償却費」、「委託料もしくは組合負
担金」、「その他の物件費」

経費 「公債費（元本を除く）」、「借入金支払利息」、「貸倒引当金繰入」、「その
他の経費」

２．４．３．１ 人件費
 人件費は、「職員給料」、「退職給付引当金繰入額相当額」及び「その他の人件費」をい
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う。
 人件費の対象となる人員については、正職員、臨時職員、嘱託等の区別は問わない。
 職員給料は、人件費の対象となる人員に対して勤労の対価や報酬として支払われる費
用をいう。
 退職給付引当金繰入額相当額は、退職金給付の対象となる人員に対する将来の退職金
給付に備えるため、基準日時点において就業している各人員の将来負担額の見積り額
のうち対象期間中発生額の合計金額を計上する。ただし、上記の算定が困難な場合は、
簡易的な方法として、現在就業している退職金給付の対象となる人員に対して支払わ
れる一人当たりの想定退職金支給額を、現在就業している退職金給付の対象となる人
員の想定勤続年数で除した金額を計上する。
 その他の人件費は、上記職員給料、退職給付引当金繰入額相当額以外の人件費（共済
費等）をいう。

２．４．３．２ 物件費
 物件費は、「物品購入費」、「維持補修費」、「減価償却費」、「委託料もしくは組合負担金」
及び「その他の物件費」をいう。
 物品購入費は、消耗品や事務用品の購入費用や資産計上されない備品購入費等をいう。
 維持補修費は、資産の機能維持のために必要な修繕費等をいう。定期点検費を含む。
ただし、固定資産の修理、改良等のために支出した金額のうち当該固定資産の価値を
高め、又はその耐久性を増すこととなると認められる部分に対応する金額は、支出時
に費用として処理せず、固定資産の取得原価に加算して減価償却を行う。
 減価償却費は、事業用資産について、以下に示す方法で算出された当該会計期間中の
負担となる資産価値減少金額をいう。

・ 減価償却の対象となるのは、対象期間中に稼働している一般廃棄物の処理を行う事業
に係る施設、装置、重機、車両等資産のうち、１年以上に渡って使用するものであり、
かつ取得原価が 50 万円以上のものとする。追加投資についても同様の扱いとする。
また、施設整備のための用地造成費用、施設建設工事に係る計画・測量・地質調査・
設計・環境アセスメント等の費用、建中利息は当該施設の取得価額に含め、減価償却
の対象とする。ソフトウェアは、当該ソフトウェアの利用により将来の費用削減が確
実であると認められるものについて、当該ソフトウェアの取得に要した費用（過去に
遡って算出することが困難な場合、５年間のソフトウェアの制作に要した費用の累計）
を減価償却の対象とする。

 最終処分場以外の事業用資産の減価償却費は、定額法で計算し、減価償却対象資産の
残存価額はゼロ円とする。最終処分場の減価償却費は、定額法または生産高比例法で
計算し、定額法で計算する場合はよう壁、えん堤に係る資産の耐用年数は最終処分場
の使用予定年数として、減価償却対象資産の残存価額はゼロ円とする。生産高比例法
で計算する場合は、当該年度の減価償却費は次式により算定する。

生産高比例法による最終処分場の減価償却費
＝最終処分場の取得価額 × （当該年度の埋立量／全体計画埋立量）
※ここで、埋立量の単位は、容積または重量とする。
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 定額法により減価償却費を計算する場合の資産の耐用年数については、想定耐用年数
（計画における使用可能年数）とする。ただし、想定耐用年数が不明な場合は、「減価
償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）」に定める耐用年数
を参考にする。
 資産が滅失した場合は、除却を行う。事故等ではなく政策的判断で除却を行った場合、
当該資産の帳簿価額をその他の物件費に計上する。なお、事故が原因で資産の除却を
行った場合は、当該資産の帳簿価額を一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コス
ト計算書の特別損失として計上する。また、対象期間に稼働している施設を将来解体
した場合に係る費用及び対象期間に稼働している最終処分場を将来閉鎖した後の維持
管理に係る費用については、その総額を引当金として一般廃棄物の処理に関する事業
に係る資産・負債一覧の注記に記載し、当該年度の負担に属する金額を引当金繰入額
として一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書の注記に記載する。
 委託料は、収集運搬、中間処理、最終処分、資源化の業務を、他の機関あるいは特定
の者に委託して行わせるときに、その対価として支払われる費用をいう。なお、装置
の運転業務、エレベータの管理業務、施設の清掃業務、分析業務等を委託している場
合の費用は、委託料ではなく、その他の物件費に該当する。
 組合負担金は、一部事務組合に対する分担金をいう。
 その他の物件費は、物品購入費、維持補修費、減価償却費、委託料もしくは組合負担
金以外の物件費をいう。例えば、旅費、需用費（印刷製本費、光熱水費等）、役務費（通
信運搬費、火災保険料、自動車損害保険料等）、使用料及び賃借料等が挙げられる。

２．４．３．３ 経費
 経費は、「公債費（元本を除く）」、「借入金支払利息」、「貸倒引当金繰入」及び「その
他の経費」をいう。
 公債費（元本を除く）は、市町村が発行している地方債に係る利息負担金額、地方債
発行償却をいう。地方債発行償却は、繰延資産である地方債発行費を償却したものを
いう。
 借入金支払利息は、他の団体・金融機関等からの借入金に係る利息負担金額をいう。
 貸倒引当金繰入は、貸付金等の債券につき、債務者から返済のないことが確定した金
額及び返済の可能性が低いものとして合理的に見積もった金額を計上する。
 その他の経費は、上記公債費（元本を除く）、借入金支払利息及び貸倒引当金繰入以外
の経費をいう。
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２．４．４ 各部門における一般廃棄物種類別の費用の計算方法
２．４．４．１ 収集運搬部門
・ 収集運搬部門の経常業務費用には、人件費、物件費（委託料もしくは組合負担金、

車両に係る物件費、施設に係る物件費、車両・施設以外に係る物件費のうち特定の
一般廃棄物種類に係る物件費、その他共通的物件費）及び経費が含まれる。

・ なお、車両に係る物件費、施設に係る物件費、車両・施設以外に係る物件費のう
ち特定の一般廃棄物種類に係る物件費、その他共通的物件費は、物件費のうち委託
料もしくは組合負担金以外の物件費をいう。

（１）人件費
・ 収集運搬部門の作業人員の人件費を、一般廃棄物種類別に把握する。
・ 一般廃棄物種類別の人件費を把握できない場合は、車種別積載区分別の人件費を

把握する。
・ 車種別積載区分別の人件費を把握できない場合には、車種別人件費の合計金額を

「車種別積載区分別ののべ収集運搬時間」の比で積載区分別に配賦し、車種別積載
区分別の人件費を算出する。

・ 車種別積載区分別の人件費を「車種別積載区分別一般廃棄物種類別の収集運搬容
積」の比で一般廃棄物種類別に配賦し、一般廃棄物種類別の人件費を算出する。
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図 ２-２ 収集運搬部門の人件費の配賦方法

月曜日：ペットボトルとアルミ缶を混載して収集運搬

乗車人数：１名

出動時間：400時間

→ のべ収集運搬時間：400人･時

木曜日：燃やすごみを収集運搬

乗車人数：２名

出動時間：600時間

→ のべ収集運搬時間：1200人･時

両積載区分の人件費の合計金額 100万円

積載区分Ａ 積載区分Ｂ

積載区分Ａの人件費 25万円 積載区分Ｂの人件費 75万円

両積載区分の人件費の合計金額を

「積載区分別ののべ収集運搬時間」の比400:1200で、積載区分別に配賦

ペットボトルの

「収集運搬容積」300m3

ペットボトルの人件費

15万円

積載区分Aの人件費の合計金額を

「廃棄物種類別の収集運搬容積」の比300:200で、

廃棄物種類別に配賦

アルミ缶の

「収集運搬容積」200m3

アルミ缶の人件費

10万円

燃やすごみの人件費 75万円
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図 ２-３ 収集運搬部門の人件費の算出フロー
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（２）物件費
・ 収集運搬に係る物件費を「委託料もしくは組合負担金」、「車両に係る物件費」、「施

設に係る物件費」、「車両・施設以外に係る物件費のうち特定の一般廃棄物種類に係
る物件費」及び「その他共通的物件費」に分類する。

・ 物件費のうち「委託料もしくは組合負担金」以外の物件費の中で、車両に係るも
のを「車両に係る物件費」、施設に係るものを「施設に係る物件費」という。ここ
でいう施設は、一般廃棄物の中継運搬施設・積替保管施設等一般廃棄物の収集運搬
に係る施設を指す。

・ 物件費のうち「委託料もしくは組合負担金」、「車両に係る物件費」、「施設に係る
物件費」以外の物件費の中で、特定の一般廃棄物種類に係る物件費を「車両・施設
以外に係る物件費のうち特定の一般廃棄物種類に係る物件費」という。例えば、び
ん缶分別用のコンテナ、カラス防止用ネット等収集ステーションの備品等に係る物
件費が挙げられる。

・ 物件費のうち「委託料もしくは組合負担金」、「車両に係る物件費」、「施設に係る
物件費」、「車両・施設以外に係る物件費のうち特定の一般廃棄物種類に係る物件費」
以外の物件費を「その他の共通的物件費」という。

①委託料もしくは組合負担金
・ 委託料もしくは組合負担金を、一般廃棄物種類別に把握する。
・ 一般廃棄物種類別の委託料もしくは組合負担金を把握できない場合には、委託区

分別委託料もしくは組合負担金を把握する。委託区分別委託料もしくは組合負担金
の合計金額を「委託区分別一般廃棄物種類別の収集運搬容積」の比で一般廃棄物種
類別に配賦し、一般廃棄物種類別の委託料もしくは組合負担金を算出する。

図 ２-４ 収集運搬部門の委託料もしくは組合負担金の配賦方法

委託区分Ａ

委託区分Ａ（ペットボトルと缶の収集運搬を委託）の委託料もしくは組合負担金の合計金額 100万円

ペットボトルの委託料もしくは組合負担金 60万円 アルミ缶の委託料もしくは組合負担金 40万円

ペットボトルの「収集運搬容積」 300m3 アルミ缶の「収集運搬容積」 200m3

委託区分Ａの委託料もしくは組合への分担金の合計金額を

「一般廃棄物種類別の収集運搬容積」の比300:200で、一般廃棄物種類別に配賦
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図 ２-５ 収集運搬部門の委託料もしくは組合負担金の算出フロー
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②車両に係る物件費
・ 車両に係る物件費を、車種別に把握する。
・ さらに、車種別車両に係る物件費を、一般廃棄物種類別に把握する。
・ 車種別一般廃棄物種類別の車両に係る物件費を把握できない場合は、車種別積載

区分別車両に係る物件費を把握する。車種別車両に係る物件費の合計金額を「車種
別積載区分別の稼働時間」の比で車種別積載区分別に配賦し、車種別積載区分別車
両に係る物件費を算出する。

・ 車種別積載区分別車両に係る物件費を「車両別積載区分別一般廃棄物種類別の収
集運搬容積」の比で一般廃棄物種類別に配賦し、一般廃棄物種類別の車両に係る物
件費を算出する。

図 ２-６ 収集運搬部門の車両に係る物件費の配賦方法

月曜日：ペットボトルと缶を混載して収集運搬
稼働時間：400時間

木曜日：燃やすごみを収集運搬
稼働時間：600時間

車種Ａの両積載区分の車両に係る物件費の合計金額 100万円

積載区分Ａ 積載区分Ｂ

積載区分Ａの車両に係る物件費 40万円 積載区分Ｂの車両に係る物件費 60万円

両積載区分の物件費の合計金額を

「積載区分別の稼動時間」の比400:600で、積載区分別に配賦

ペットボトルの

「収集運搬容積」300m3

ペットボトルの車両に係る

物件費 24万円

積載区分Ａの車両に係る物件費の合計金額を

「一般廃棄物種類別の収集運搬容積」の比300:200で、

一般廃棄物種類別に配賦

アルミ缶の

「収集運搬容積」200m3

アルミ缶の車両に係る

物件費16万円

燃やすごみの車両に係る物件費 60万円

車種Ａ
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図 ２-７ 収集運搬部門の車両に係る物件費の算出フロー
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③施設に係る物件費
・ 施設に係る物件費を、施設別に把握する。
・ さらに、施設毎の施設に係る物件費を、一般廃棄物種類別に把握する。
・ 施設毎一般廃棄物種類別の施設に係る物件費を把握できない場合は、施設毎の施

設に係る物件費の合計金額を「施設毎一般廃棄物種類別の収集運搬容積」の比で一
般廃棄物種類別に配賦し、一般廃棄物種類別の施設に係る物件費を算出する。

図 ２-８ 収集運搬部門の施設に係る物件費の配賦方法

施設Ａ

施設Ａの施設に係る物件費の合計金額 100万円

ペットボトルの施設に係る物件費 60万円 アルミ缶の施設に係る物件費 40万円

ペットボトルの「収集運搬容積」 300m3 アルミ缶の「収集運搬容積」 200m3

施設Ａの施設に係る物件費の合計金額を

「一般廃棄物種類別収集運搬容積」の比300:200で、一般廃棄物種類別に配賦
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図 ２-９ 収集運搬部門の施設に係る物件費の算出フロー
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④車両・施設以外に係る物件費のうち特定の一般廃棄物種類に係る物件費
・ 車両・施設以外に係る物件費のうち特定の一般廃棄物種類に係る物件費として、

分別コンテナや収集ステーションの備品等に係る物件費が該当する。
・ 車両・施設以外に係る物件費のうち特定の一般廃棄物種類に係る物件費を、一般

廃棄物種類別に把握する。
・ 車両・施設以外に係る物件費のうち特定の一般廃棄物種類に係る物件費を一般廃

棄物種類別に把握できない場合は、複数の一般廃棄物種類の車両・施設以外に係る
物件費のうち特定の一般廃棄物種類に係る物件費の合計金額を「一般廃棄物種類別
の収集運搬容積」の比で該当する一般廃棄物種類別に配賦し、一般廃棄物種類別の
車両・施設以外に係る物件費のうち特定の一般廃棄物種類に係る物件費を算出する。

図 ２-１０ 収集運搬部門の車両・施設以外に係る物件費のうち特定の一般廃棄物種類に
係る物件費の配賦方法

コンテナ、収集ステーションの備品

車両・施設以外に係る物件費のうち特定の廃棄物種類に係る物件費の合計金額 100万円

ペットボトルの車両・施設以外に係る物件費のうち

特定の一般廃棄物種類に係る物件費

60万円

アルミ缶の車両・施設以外に係る物件費のうち

特定の一般廃棄物種類に係る物件費

40万円

ペットボトルの「収集運搬容積」300m3 アルミ缶の「収集運搬容積」200m3

車両・施設以外に係る物件費のうち特定の一般廃棄物種類に係る物件費の合計金額を

「一般廃棄物種類別の収集運搬容積」の比300:200で、一般廃棄物種類別に配賦
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図 ２-１１ 収集運搬部門の車両・施設以外に係る物件費のうち特定の一般廃棄物種類に
係る物件費の算出フロー

車両・施設以外に
係る物件費のうち
特定の一般廃棄物
種類に係る物件費

一般廃棄物種類別
車両・施設以外に係る

物件費のうち
特定の一般廃棄物種類

に係る物件費

YES

一般廃棄物種類別

収集運搬容積

NO車両・施設以外に係る
物件費のうち特定の
一般廃棄物種類に係

る物件費を
一般廃棄物種類別に

把握している

一般廃棄物種類別
に配賦
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⑤その他共通的物件費
・ その他共通的物件費は、合計金額を「一般廃棄物種類別の人件費、車両に係る物

件費、施設に係る物件費、車両・施設以外に係る物件費のうち特定の一般廃棄物種
類に係る物件費の合計金額」の比で一般廃棄物種類別に配賦し、一般廃棄物種類別
のその他共通的物件費を算出する。

図 ２-１２ 収集運搬部門のその他共通的物件費の配賦方法

その他共通的物件費の合計金額 100万円

ペットボトルの

「一般廃棄物種類別の人件費、車両に係る物件費、施

設に係る物件費、車両・施設以外に係る物件費のうち

特定の一般廃棄物種類に係る物件費の合計金額」

300万円

アルミ缶の

「一般廃棄物種類別の人件費、車両に係る物件費、施

設に係る物件費、車両・施設以外に係る物件費のうち

特定の一般廃棄物種類に係る物件費の合計金額」

200万円

ペットボトルのその他共通的物件費

60万円

アルミ缶のその他共通的物件費

40万円

その他共通的物件費の合計金額を

「一般廃棄物種類別の人件費、車両に係る物件費、施設に係る物件費、車両・施設以外に係る物件費のうち特定の

一般廃棄物種類に係る物件費の合計金額」の比300:200で、一般廃棄物種類別に配賦
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図 ２-１３ 収集運搬部門のその他共通的物件費の算出フロー

収集運搬部門における
一般廃棄物種類別の人件費、

車両に係る物件費、施設に係る物件費、
車両・施設以外に係る物件費のうち

特定の一般廃棄物種類に係る
物件費の合計金額

一般廃棄物種類別
に配賦

その他共通的

物件費

一般廃棄物種類別
その他共通的

物件費
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（３）経費
・ 経費を、「特定の施設に係る経費」、「一般廃棄物種類全般に係る経費」に区分する。
・ 特定の施設に係る経費は、当該施設の施設に係る物件費と同様の方法で一般廃棄

物種類別に配賦する。
・ 一般廃棄物種類全般に係る経費は、合計金額を「一般廃棄物種類別の人件費、物

件費（委託料もしくは組合負担金を除く）の合計金額」の比で一般廃棄物種類別に
配賦し、一般廃棄物種類別の経費を算出する。

図 ２-１４ 収集運搬部門の一般廃棄物種類全般に係る経費の配賦方法

一般廃棄物種類全般に係る経費の合計金額 100万円

ペットボトルの

一般廃棄物種類全般に係る経費 60万円

アルミ缶の

一般廃棄物種類全般に係る経費 40万円

ペットボトルの「人件費、物件費（委託料もしくは

組合負担金を除く）の合計金額」

360万円

アルミ缶の「人件費、物件費（委託料もしくは組合

負担金を除く）の合計金額」

240万円

一般廃棄物種類全般に係る経費の合計金額を

「一般廃棄物種類別の人件費、物件費（委託料もしくは組合負担金を除く）の合計金額」の比360:240で、

一般廃棄物種類別に配賦
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図 ２-１５ 収集運搬部門の一般廃棄物種類全般に係る経費の算出フロー

収集運搬部門における
一般廃棄物種類別の人件費、
物件費（委託料もしくは組合
負担金を除く）の合計金額一般廃棄物種類別

に配賦

一般廃棄物種類

全般に係る経費

一般廃棄物種類別
一般廃棄物種類
全般に係る経費
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２．４．４．２ 中間処理部門
・ 中間処理部門の経常業務費用には、人件費、物件費（委託料もしくは組合負担金、

施設に係る物件費、その他共通的物件費）及び経費が含まれる。

（１）人件費
・ 中間処理部門の作業人員の人件費を、一般廃棄物種類別に把握する。
・ 一般廃棄物種類別の人件費を把握できない場合は、施設別の人件費を把握する。
・ 施設別の人件費の合計金額を「施設別一般廃棄物種類別の中間処理投入量」の比

で一般廃棄物種類別に配賦し、一般廃棄物種類別の人件費を算出する。

図 ２-１６ 中間処理部門の人件費の配賦方法

施設Ａ

施設Ａの人件費の合計金額 100万円

燃やすごみの人件費 60万円 粗大ごみの人件費 40万円

燃やすごみの「中間処理投入量」 300t 粗大ごみの「中間処理投入量」 200t

施設Ａの人件費の合計金額を

「一般廃棄物種類別の中間処理投入量」の比300:200で、一般廃棄物種類別に配賦
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図 ２-１７ 中間処理部門の人件費の算出フロー

一般廃棄物
種類別人件費を
把握している

人件費

一般廃棄物種類別
人件費

YES

NO
施設別人件費

一般廃棄物種類別
に配賦

施設別
廃棄物種類別の
中間処理投入量
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（２）物件費
・ 中間処理に係る物件費を「委託料もしくは組合負担金」、「施設に係る物件費」及

び「その他共通的物件費」に分類する。
・ 物件費のうち「委託料もしくは組合負担金」以外の物件費の中で、施設に係るも

のを「施設に係る物件費」という。
・ 物件費のうち「委託料もしくは組合負担金」、「施設に係る物件費」以外の物件費

を「その他共通的物件費」という。

①委託料もしくは組合負担金
・ 委託料もしくは組合負担金を、一般廃棄物種類別に把握する。
・ 一般廃棄物種類別の委託料もしくは組合負担金を把握できない場合は、委託区分

別の委託料もしくは組合負担金の合計金額を「委託区分別一般廃棄物種類別の中間
処理投入量」の比で一般廃棄物種類別に配賦し、一般廃棄物種類別の委託料もしく
は組合負担金を算出する。

図 ２-１８ 中間処理部門の委託料もしくは組合負担金の配賦方法

委託区分Ａ

委託区分Ａの委託料もしくは組合負担金の合計金額 100万円

燃やすごみの委託料もしくは組合負担金 60万円 粗大ごみの委託料もしくは組合負担金 40万円

燃やすごみの「中間処理投入量」 300t 粗大ごみの「中間処理投入量」 200t

委託区分Ａの委託料もしくは組合負担金の合計金額を

「一般廃棄物種類別の中間処理投入量」の比300:200で、一般廃棄物種類別に配賦
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図 ２-１９ 中間処理部門の委託料もしくは組合負担金の算出フロー

一般廃棄物
種類別委託料もし
くは組合負担金を
把握している

委託料もしくは

組合負担金

一般廃棄物種類別
委託料もしくは
組合負担金

YES

NO
委託区分別

委託料もしくは

組合負担金

一般廃棄物種類別
に配賦

委託区分別
一般廃棄物種類別の
中間処理投入量
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②施設に係る物件費
・ 施設に係る物件費を、施設別に把握する。
・ さらに、施設に係る物件費を、一般廃棄物種類別に把握する。
・ 施設毎の一般廃棄物種類別の施設に係る物件費を把握できない場合は、施設毎の

施設に係る物件費の合計金額を「施設毎一般廃棄物種類別の中間処理投入量」の比
で一般廃棄物種類別に配賦し、一般廃棄物種類別の施設に係る物件費を算出する。

図 ２-２０ 中間処理部門の施設に係る物件費の配賦方法

施設Ａ

施設Ａの施設に係る物件費の合計金額 100万円

燃やすごみの施設に係る物件費 60万円 粗大ごみの施設に係る物件費 40万円

燃やすごみの「中間処理投入量」 300t 粗大ごみの「中間処理投入量」 200t

施設Ａの施設に係る物件費の合計金額を

「一般廃棄物種類別の中間処理投入量」の比300:200で、一般廃棄物種類別に配賦
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図 ２-２１ 中間処理部門の施設に係る物件費の算出フロー
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③その他共通的物件費
・ その他共通的物件費は、合計金額を「一般廃棄物種類別の人件費、施設に係る物

件費の合計金額」の比で一般廃棄物種類別に配賦し、一般廃棄物種類別のその他共
通的物件費を算出する。

図 ２-２２ 中間処理部門のその他共通的物件費の配賦方法

その他共通的物件費の合計金額 100万円

燃やすごみのその他共通的物件費

60万円

粗大ごみのその他共通的物件費

40万円

燃やすごみの「人件費、施設に係る物件費の合計金

額」

粗大ごみの「人件費、施設に係る物件費の合計金額」

200万円

その他共通的物件費の合計金額を

「一般廃棄物種類別の人件費、施設に係る物件費の合計金額」の比300:200で、

一般廃棄物種類別に配賦
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図 ２-２３ 中間処理部門のその他共通的物件費の算出フロー

その他共通的

物件費

一般廃棄物種類別
その他共通的

物件費

中間処理部門に
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（３）経費
・ 経費を、「特定の施設に係る経費」、「一般廃棄物種類全般に係る経費」に区分する。
・ 特定の施設に係る経費は、当該施設の施設に係る物件費と同様の方法で一般廃棄

物種類別に配賦する。
・ 一般廃棄物種類全般に係る経費は、合計金額を「一般廃棄物種類別の人件費、物

件費（委託料もしくは組合負担金を除く）の合計金額」の比で一般廃棄物種類別に
配賦し、一般廃棄物種類別の経費を算出する。

図 ２-２４ 中間処理部門の一般廃棄物種類全般に係る経費の配賦方法

一般廃棄物種類全般に係る経費の合計金額 100万円

燃やすごみの一般廃棄物種類全般に係る経費 60万円 粗大ごみの一般廃棄物種類全般に係る経費 40万円

燃やすごみの「人件費、物件費（委託料もしくは組

合負担金を除く）の合計金額」

360万円

粗大ごみの「人件費、物件費（委託料もしくは組合

負担金を除く）の合計金額」

240万円

一般廃棄物種類全般に係る経費の合計金額を

「一般廃棄物種類別人件費、物件費（委託料もしくは組合負担金を除く）の合計金額」の比360:240で、

一般廃棄物種類別に配賦
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図 ２-２５ 中間処理部門の一般廃棄物種類全般に係る経費の算出フロー

中間処理部門における
一般廃棄物種類別の人
件費、物件費､（委託料
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全般に係る経費

一般廃棄物種類別
一般廃棄物種類
全般に係る経費
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２．４．４．３ 最終処分部門
・ 最終処分部門の経常業務費用には、人件費、物件費（委託料もしくは組合負担金、

施設に係る物件費、その他共通的物件費）及び経費が含まれる。
・ なお、埋立処分が終了し、維持管理のみを行っている最終処分場に係る費用は、

原価計算には含まず、一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書の管
理部門「一般廃棄物の処理を円滑に実施するための各種施策に係る費用」に計上す
る。

（１）人件費
・ 最終処分部門の作業人員の人件費を、一般廃棄物種類別に把握する。
・ 一般廃棄物種類別の人件費を把握できない場合は、施設別の人件費を把握する。
・ 施設別の人件費の合計金額を「施設別一般廃棄物種類別の最終処分投入量」の比

で一般廃棄物種類別に配賦し、一般廃棄物種類別の人件費を算出する。

図 ２-２６ 最終処分部門の人件費の配賦方法

施設Ａ

施設Ａの人件費の合計金額 100万円

燃やすごみの人件費 60万円 粗大ごみの人件費 40万円

燃やすごみの「最終処分投入量」 300t 粗大ごみの「最終処分投入量」 200t

施設Ａの人件費の合計金額を

「一般廃棄物種類別の最終処分投入量」の比300:200で、一般廃棄物種類別に配賦



63

図 ２-２７ 最終処分部門の人件費の算出フロー
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（２）物件費
・ 最終処分部門に係る物件費を「委託料もしくは組合負担金」、「施設に係る物件費」

及び「その他共通的物件費」に分類する。
・ 物件費のうち「委託料もしくは組合負担金」以外の物件費の中で、施設に係るも

のを施設に係る物件費という。
・ 物件費のうち「委託料もしくは組合負担金」、「施設に係る物件費」以外の物件費

を「その他共通的物件費」という。

①委託料もしくは組合負担金
・ 委託料もしくは組合負担金を、一般廃棄物種類別に把握する。
・ 一般廃棄物種類別の委託料もしくは組合負担金を把握できない場合は、委託区分

別の委託料もしくは組合負担金の合計金額を「委託区分別一般廃棄物種類別の最終
処分投入量」の比で一般廃棄物種類別に配賦し、一般廃棄物種類別の委託料もしく
は組合負担金を算出する。

図 ２-２８ 最終処分部門の委託料もしくは組合負担金の配賦方法

委託区分Ａ

委託区分Ａの委託料もしくは組合負担金の合計金額 100万円

燃やすごみの委託料もしくは組合負担金 60万円 粗大ごみの委託料もしくは組合負担金 40万円

燃やすごみの「最終処分投入量」 300t 粗大ごみの「最終処分投入量」 200t

委託区分Ａの委託料もしくは組合負担金の合計金額を

「一般廃棄物種類別の最終処分投入量」の比300:200で、一般廃棄物種類別に配賦
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図 ２-２９ 最終処分部門の委託料もしくは組合負担金の算出フロー

一般廃棄物
種類別委託料もし
くは組合負担金を
把握している

委託料もしくは

組合負担金

一般廃棄物種類別
委託料もしくは
組合負担金

YES

NO
委託区分別

委託料もしくは

組合負担金

一般廃棄物種類別
に配賦

委託区分別
一般廃棄物種類別の
最終処分投入量
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②施設に係る物件費
・ 施設に係る物件費を、施設別に把握する。
・ さらに、施設に係る物件費を、一般廃棄物種類別に把握する。
・ 施設毎の一般廃棄物種類別の施設に係る物件費を把握できない場合は、施設毎の

施設に係る物件費の合計金額を「施設毎一般廃棄物種類別の最終処分投入量」の比
で一般廃棄物種類別に配賦し、一般廃棄物種類別の施設に係る物件費を算出する。

図 ２-３０ 最終処分部門の施設に係る物件費の配賦方法

施設Ａ

施設Ａの施設に係る物件費の合計金額 100万円

燃やすごみの施設に係る物件費 60万円 粗大ごみの施設に係る物件費 40万円

燃やすごみの「最終処分投入量」 300t 粗大ごみの「最終処分投入量」 200t

施設Ａの施設に係る物件費の合計金額を

「一般廃棄物種類別の最終処分投入量」の比300:200で、一般廃棄物種類別に配賦
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図 ２-３１ 最終処分部門の施設に係る物件費の算出フロー
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物件費

NO

一般廃棄物種類別
に配賦

施設毎の

施設に係る物件費

施設毎
一般廃棄物種類別
の最終処分投入量
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③その他共通的物件費
・ その他共通的物件費は、合計金額を「一般廃棄物種類別の人件費、施設に係る物

件費の合計金額」の比で一般廃棄物種類別に配賦し、一般廃棄物種類別のその他共
通的物件費を算出する。

図 ２-３２ 最終処分部門のその他共通的物件費の配賦方法

その他共通的物件費の合計金額 100万円

燃やすごみのその他共通的物件費

60万円

粗大ごみのその他共通的物件費

40万円

粗大ごみの「人件費、施設に係る物件費の合計金額」

300万円

粗大ごみの「人件費、施設に係る物件費の合計金額」

200万円

その他共通的物件費の合計金額を

「一般廃棄物種類別の人件費、施設に係る物件費の合計金額」の比300:200で、

一般廃棄物種類別に配賦
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図 ２-３３ 最終処分部門のその他共通的物件費の算出フロー
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一般廃棄物種類別
その他共通的

物件費

最終処分部門に
おける一般廃棄物種類別の
人件費、施設に係る物件費の

合計金額
一般廃棄物種類別

に配賦
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（３）経費
・ 経費を、「特定の施設に係る経費」、「一般廃棄物種類全般に係る経費」に区分する。
・ 特定の施設に係る経費は、当該施設の施設に係る物件費と同様の方法で一般廃棄

物種類別に配賦する。
・ 一般廃棄物種類全般に係る経費は、合計金額を「一般廃棄物種類別の人件費、物

件費（委託料もしくは組合負担金を除く）の合計金額」の比で一般廃棄物種類別に
配賦し、一般廃棄物種類別の経費を算出する。

図 ２-３４ 最終処分部門の一般廃棄物種類全般に係る経費の配賦方法

一般廃棄物種類全般に係る経費の合計金額 100万円

燃やすごみの一般廃棄物種類全般に係る経費 60万円 粗大ごみの一般廃棄物種類全般に係る経費 40万円

燃やすごみの「人件費、物件費（委託料もしくは組

合負担金を除く）の合計金額」

360万円

粗大ごみの「人件費、物件費（委託料もしくは組合

負担金を除く）の合計金額」

240万円

一般廃棄物種類全般に係る経費の合計金額を

「一般廃棄物種類別人件費、物件費（委託料もしくは組合負担金を除く）の合計金額」の比360:240で、

一般廃棄物種類別に配賦
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図 ２-３５ 最終処分部門の一般廃棄物種類全般に係る経費の算出フロー

最終処分部門における
一般廃棄物種類別の

人件費、物件費（委託料も
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一般廃棄物種類別

に配賦

一般廃棄物種類

全般に係る経費

一般廃棄物種類別
一般廃棄物種類
全般に係る経費
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２．４．４．４ 資源化部門
・ 資源化部門の経常業務費用には、人件費、物件費（委託料もしくは組合負担金、

施設に係る物件費、その他共通的物件費）及び経費が含まれる。

（１）人件費
・ 資源化部門の作業人員の人件費を、一般廃棄物種類別に把握する。
・ 一般廃棄物種類別の人件費を把握できない場合は、施設毎に資源化ライン別の人

件費を把握する。
・ 施設毎に資源化ライン別の人件費を把握できない場合は、施設毎の人件費の合計

金額を「資源化ライン別ののべ稼働時間」の比で資源化ライン別に配賦し、施設毎
の資源化ライン別人件費を算出する。

・ 施設毎の資源化ライン別人件費の合計金額を「施設毎の一般廃棄物種類別の資源
化個数」の比で一般廃棄物種類別に配賦し、一般廃棄物種類別人件費を算出する。

・ ただし、対象品目について、資源化個数を把握していない場合は、資源化投入量
の比で配賦する。
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図 ２-３６ 資源化部門の人件費の配賦方法

施設Ａ

両資源化ラインの人件費の合計金額 100万円

資源化ライン１の人件費 25万円 資源化ライン２の人件費 75万円

ペットボトルの異物除去ライン

従事人数：１名

稼働時間：200時間

→のべ稼働時間200時間

アルミ缶とスチール缶の選別ライン

従事人数：２名

稼働時間：300時間

→のべ稼働時間600時間

両資源化ラインの人件費の合計金額

「資源化ライン別ののべ稼働時間」の比200:600で、資源化ライン別に配賦

資源化ライン１ 資源化ライン２

アルミ缶の

「資源化個数」 300個

アルミ缶の人件費

45万円

資源化ライン２の人件費の合計金額を

「廃棄物種類別の資源化個数」の比300:200で、

廃棄物種類別に配賦

スチール缶の

「資源化個数」 200個

スチール缶の人件費

30万円

ペットボトルの人件費

40万円
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（２）物件費
・ 資源化に係る物件費を「委託料もしくは組合負担金」、「施設に係る物件費」及び

「その他共通的物件費」に分類する。
・ 物件費のうち「委託料もしくは組合負担金」以外の物件費の中で、施設に係るも

のを施設に係る物件費という。
・ 物件費のうち「委託料もしくは組合負担金」、「施設に係る物件費」以外の物件費

を「その他共通的物件費」という。

①委託料もしくは組合負担金
・ 委託料もしくは組合負担金を、一般廃棄物種類別に把握する。
・ 一般廃棄物種類別委託料もしくは組合負担金を把握できない場合は、委託区分別

の委託料もしくは組合負担金の合計金額を「委託区分別一般廃棄物種類別の資源化
投入量」の比で一般廃棄物種類別に配賦し、一般廃棄物種類別委託料もしくは組合
負担金を算出する。

・ ただし、対象品目について、資源化個数を把握している場合あるいは資源化個数
換算可能な場合は、資源化投入量の比ではなく、資源化個数の比で配賦する。

図 ２-３８ 資源化部門の委託料もしくは組合負担金の配賦方法

委託区分Ａ

委託区分Ａの委託料もしくは組合負担金

アルミ缶の委託料もしくは組合負担金 60万円 スチール缶の委託料もしくは組合負担金 40万円

アルミ缶の「資源化個数」 300個 スチール缶の「資源化個数」 200個

委託区分Ａの委託料もしくは組合負担金の合計金額を

「一般廃棄物種類別の資源化個数」の比300:200で、一般廃棄物種類別に配賦
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図 ２-３９ 資源化部門の委託料もしくは組合負担金の算出フロー
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②施設に係る物件費
・ 施設に係る物件費を、一般廃棄物種類別に把握する。
・ 一般廃棄物種類別の施設に係る物件費を把握できない場合は、施設毎の資源化ラ

イン別施設に係る物件費を把握する。
・ 施設毎の資源化ライン別施設に係る物件費を把握できない場合は、施設毎の施設

に係る物件費の合計金額を「施設毎の資源化ライン別の稼働時間」の比で資源化ラ
イン別に配賦し、施設毎の資源化ライン別施設に係る物件費を算出する。

・ 施設毎の資源化ライン別施設に係る物件費の合計金額を「施設毎の一般廃棄物種
類別の資源化投入量」の比で一般廃棄物種類別に配賦し、一般廃棄物種類別施設に
係る物件費を算出する。

・ ただし、対象品目について、資源化個数を把握している場合あるいは資源化個数
換算可能な場合は、資源化投入量の比ではなく、資源化個数の比で配賦する。

図 ２-４０ 資源化部門の施設に係る物件費の配賦方法

両資源化ラインの施設に係る物件費の合計金額 100万円

ペットボトルの異物除去ライン

稼働時間：200時間

アルミ缶とスチール缶の選別ライン

稼働時間：300時間

両資源化ラインの施設に係る物件費の合計金額を

「資源化ライン別ののべ稼働時間」の比200:300で、資源化ライン別に配賦

資源化ライン１ 資源化ライン２

アルミ缶の

「資源化個数」

300個

スチール缶の

「資源化個数」

200個

施設Ａ

アルミ缶の施設に係る物

件費 36万円

資源化ライン２の施設に係る物件費の合計金額を

「一般廃棄物種類別の資源化個数」の比300:200で、

一般廃棄物種類別に配賦

スチール缶の施設に係

る物件費24万円

ペットボトルの施設に係る物件費 40万円

資源化ライン１の施設に係る物件費 40万円 資源化ライン２の施設に係る物件費 60万円
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図 ２-４１ 資源化部門の施設に係る物件費の算出フロー
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③その他共通的物件費
・ その他共通的物件費は、合計金額を「一般廃棄物種類別の人件費、施設に係る物

件費の合計金額」の比で一般廃棄物種類別に配賦し、一般廃棄物種類別のその他共
通的物件費を算出する。

図 ２-４２ 資源化部門のその他共通的物件費の算出フロー

図 ２-４３ 資源化部門のその他共通的物件費の配賦方法

その他共通的物件費の合計金額 100万円

アルミ缶のその他共通的物件費 60万円 スチール缶のその他共通的物件費 40万円

アルミ缶の

「人件費、施設に係る物件費の合計金額」

300万円

スチール缶の

「人件費、施設に係る物件費の合計金額」

200万円

その他共通的物件費の合計金額を

「一般廃棄物種類別の人件費、施設に係る物件費の合計金額」の比300:200で、

一般廃棄物種類別に配賦
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（３）経費
・ 経費を、「特定の施設に係る経費」、「一般廃棄物種類全般に係る経費」に区分する。
・ 特定の施設に係る経費は、当該施設の施設に係る物件費と同様の方法で一般廃棄

物種類別に配賦する。
・ 一般廃棄物種類全般に係る経費は、合計金額を「一般廃棄物種類別の人件費、物

件費（委託料もしくは組合負担金を除く）の合計金額」の比で一般廃棄物種類別に
配賦し、一般廃棄物種類別の経費を算出する。

図 ２-４４ 資源化部門の一般廃棄物種類全般に係る経費の配賦方法

アルミ缶の

一般廃棄物種類全般に係る経費 60万円

スチール缶の

一般廃棄物種類全般に係る経費 40万円

一般廃棄物種類全般に係る経費の合計金額 100万円

アルミ缶の「人件費、物件費（委託料もしくは組合

負担金を除く）の合計金額」360万円

スチール缶の「人件費、物件費（委託料もしくは組

合負担金を除く）の合計金額」240万円

一般廃棄物種類全般に係る経費の合計金額を

「一般廃棄物種類別人件費、物件費（委託料もしくは組合負担金を除く）の合計金額」の比360:240で、

一般廃棄物種類別に配賦



81

図 ２-４５ 資源化部門の一般廃棄物種類全般に係る経費の算出フロー
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一般廃棄物種類
全般に係る経費
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２．４．４．５ 管理部門
・ 管理部門の経常業務費用には、人件費、物件費及び経費が含まれる。
・ 以下の項目は、管理部門の経常業務費用に含まれる。
－ 指定袋やシール等の販売に係る費用
－ 逆有償で資源を引渡している場合の支払額
・ 市町村の人件費については、管理部門の局部長級以下の人員の人件費が該当する。
・ 一部事務組合の人件費については、一部事務組合が人件費を負担する職員のうち、

一般廃棄物（し尿を除く）に係る管理業務を行う職員の人件費が該当する。

（１）経常業務費用
・ 管理部門に係る経常業務費用を「特定の一般廃棄物種類に係る経常業務費用」、「一

般廃棄物種類全般に係る経常業務費用」に区分する。
・ 管理部門に係る経常業務費用の合計金額を「一般廃棄物種類別の作業部門に係る

費用の合計金額」の比で一般廃棄物種類別に配賦する。

図 ２-４６ 管理部門の経常業務費用の配賦方法

管理部門に係る経常業務費用の合計金額 100万円

燃やすごみの管理部門に係る

経常業務費用

20万円

・・・の「作業部門に係る費用の

合計金額」

･･･万円

管理部門に係る経常業務費用の合計金額を

「一般廃棄物種類別作業部門に係る費用の合計金額」の比200:100:･･･で、一般廃棄物種類別に配賦

燃やすごみの「作業部門に係る費

用の合計金額」

200万円

燃やさないごみの「作業部門に係

る費用の合計金額」

100万円

燃やさないごみの管理部門に係る

経常業務費用

10万円

･･･の管理部門に係る

経常業務費用

･･･万円

全一般廃棄物種

類の作業部門に

係る費用の合計

金額1000万円
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図 ２-４７ 管理部門の経常業務費用の算出フロー

一般廃棄物種類別
経費

YES

NO

一般廃棄物種類別
に配賦

一般廃棄物種類別
経費を

把握している

経常業務費用

一般廃棄物種類別の
作業部門に係る費用

の合計金額
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２．４．５ 原価計算書の対象とする収益
 一般廃棄物会計の対象期間に市町村の域内で発生し、市町村が収集した一般廃棄物又
は市町村の処理・処分施設等に直接搬入された一般廃棄物に係る収益を原価計算書の
対象とする。
 対象とする収益は、業務収益とする。業務収益を、「自己収入」、「その他の業務収益」
に分類する。
 ただし、収益は、費用とは別途計上し、原価の算出には加えず、一般廃棄物種類毎の
収益の合計金額を算出する。

２．４．５．１ 自己収入
 自己収入は、市町村がその活動として一定の財・サービスを提供する場合に、当該財・
サービスの対価として使用料・手数料等の形態で徴収する金銭をいう。
 自己収入には、「指定袋やシール等の販売収入」、「家庭系直接搬入ごみの手数料収入」、
「事業系直接搬入ごみの手数料収入」、「近隣市町村からの作業委託収入」が含まれる。

（１）指定袋やシール等の販売収入
 一般廃棄物種類別の指定袋やシール等の販売収入を把握する。
 一般廃棄物種類別の指定袋やシール等の販売収入が把握できない場合は、指定袋やシ
ール等の販売区分別の販売収入を把握する。
 指定袋やシール等の販売区分別の販売収入の合計金額を、「一般廃棄物種類別の管理部
門に係る費用の合計金額」の比で該当する一般廃棄物種類別に配賦し、一般廃棄物種
類別の指定袋やシール等の販売収入を算出する。
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図 ２-４８ 指定袋やシール等の販売収入の配賦方

ペット

指定袋やシール等の販売区分Ａの

販売収入の合計金額 100万円

指定袋やシール等の販売区分Ａ 指定袋やシール等の販売区分Ｂ

ペットボ

指定袋やシ

販売収入

指定袋やシール等の販売区分Ａ

指定袋やシール等の販売区分の収入の合計金額を

「一般廃棄物種類別の管理部門に係る費用の合計金額」の

比30:20で、一般廃棄物種類別に配賦

燃やすごみの

「管理部門に係る費用の

合計金額」30万円

燃やさないごみの

「管理部門に係る費用の

合計金額」20万円

販売収入の合計

燃やすご

燃やさないごみ用の指定袋

燃やすごみの

指定袋やシール等の

販売収入 60万円

燃やさないごみの

指定袋やシール等の

販売収入 40万円万円
ボトル用の指定袋
指定袋やシール等の販売区分Bの
み用の指定袋
法

トルの

ール等の

50万円

金額 50万円
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（２）家庭系直接搬入ごみの手数料収入
 一般廃棄物種類別の家庭系直接搬入ごみの手数料収入を把握する。
 一般廃棄物種類別の家庭系直接搬入ごみの手数料収入が把握できない場合は、家庭系
直接搬入ごみの手数料区分別の家庭系直接搬入ごみの手数料収入を把握する。
 家庭系直接搬入ごみの手数料区分別の家庭系直接搬入ごみの手数料収入の合計金額を、
「一般廃棄物種類別の管理部門に係る費用の合計金額」の比で該当する一般廃棄物種
類別に配賦し、一般廃棄物種類別の家庭系直接搬入ごみの手数料収入を算出する。

図 ２-４９ 家庭系直接搬入ごみの手数料収入の配賦方法

粗大ごみ

家庭系直接搬入ごみの手数料区分Aの

家庭系直接搬入ごみの手数料収入の合計金額 100万

家庭系直接搬入ごみの手数料区分Ａ 家庭系直接搬入ごみの手数料区分Ｂ

粗大ごみの

家庭系直接搬入ごみ

手数料収入 50万円

家庭系直接搬入ごみの手数料区分Aの

家庭系直接搬入ごみ手数料収入の合計金額を

「一般廃棄物種類別の管理部門に係る費用の合計金額」の

比30:20で、一般廃棄物種類別に配賦

燃やすごみの

「管理部門に係る費用の

合計金額」30万円

燃やさないごみの

「管理部門に係る費用の

合計金額」20万円

家庭系直接搬入ごみの手数料区分Bの

家庭系直接搬入ごみの手数料収入の合計金額 50万

燃やすごみ

燃やさないごみ

燃やすごみの

家庭系直接搬入ごみ

手数料収入 60万円

燃やさないごみの

家庭系直接搬入ごみ

手数料収入 40万円
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（３）事業系直接搬入ごみの手数料収入
 一般廃棄物種類別の事業系直接搬入ごみの手数料収入を把握する。
 一般廃棄物種類別の事業系直接搬入ごみの手数料収入が把握できない場合は、事業系
直接搬入ごみの手数料区分別の事業系直接搬入ごみの手数料収入を把握する。
 事業系直接搬入ごみの手数料区分別の事業系直接搬入ごみの手数料収入の合計金額を、
「一般廃棄物種類別の管理部門に係る費用の合計金額」の比で該当する一般廃棄物種
類別に配賦し、一般廃棄物種類別の事業系直接搬入ごみの手数料収入を算出する。

図 ２-５０ 事業系直接搬入ごみの手数料収入の配賦

粗大ご

事業系直接搬入ごみの手数料区分Ａの

事業系直接搬入ごみの手数料収入の合計金額 100万円

事業系直接搬入ごみの手数料区分Ａ 事業系直接搬入ごみの手数料区分Ｂ

粗大ごみ

事業系直接搬

手数料収入

事業系直接搬入ごみの手数料区分Ａの

事業系直接搬入ごみ手数料収入の合計金額を

「一般廃棄物種類別の管理部門に係る費用の合計金額」の

比30:20で、一般廃棄物種類別に配賦

燃やすごみの

「管理部門に係る費用の

合計金額」30万円

燃やさないごみの

「管理部門に係る費用の

合計金額」20万円

事業系直接搬入ごみの手数料収

燃やさないごみ

燃やすごみの

事業系直接搬入ごみ

手数料収入 60万円

燃やさないごみの

事業系直接搬入ごみ

手数料収入 40万円
み

事業系直接搬入ごみの手数料区分Bの
燃やすごみ
方法

の

入ごみ

50万円

入の合計金額 50万円
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（４）近隣市町村からの受託収入
 一般廃棄物種類別の近隣市町村からの作業委託収入を把握する。
 一般廃棄物種類別の近隣市町村からの作業委託収入が把握できない場合は、作業委託
区分別の近隣市町村からの作業委託収入を把握する。
 近隣市町村からの作業委託収入の合計金額を、「一般廃棄物種類別の管理部門に係る費
用の合計金額」の比で該当する一般廃棄物種類別に配賦し、一般廃棄物種類別の近隣
市町村からの作業委託収入を算出する。

図 ２-５１ 近隣市町村からの作業委託収入の配賦

作業委託区分Ａ 作業委託区分Ｂ

粗大ごみ燃やすごみ

燃やさないごみ

作業委託区分Aの

近隣市町村からの作業委託収入の合計金額

100万円

粗大ご

近隣市町村

作業委託

50万

作業委託区分Aの

近隣市町村からの作業委託収入の合計金額を

「一般廃棄物種類別の管理部門に係る費用の合計金額」の

比30:20で、一般廃棄物種類別に配賦

燃やすごみの

「管理部門に係る費用の

合計金額」30万円

燃やさないごみの

「管理部門に係る費用の

合計金額」20万円

近隣市町村

50万円

燃やすごみの

近隣市町村からの

作業委託収入 60万円

燃やさないごみの

近隣市町村からの

作業委託収入40万円
みの

からの

収入
作業委託区分Bの

からの作業委託収入の合計金額
方法

円
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２．４．５．２ その他の業務収益
 その他の業務収益は、自己収入以外の業務収益をいう。
 その他の業務収益には、資源売却収入及び売電収入が含まれる。

（１）資源売却収入
 一般廃棄物種類別の資源売却収入を把握する。

（２）売電収入
 売電収入を把握する。
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３．一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書
３．１ 一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書の意義
 一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書とは、「一般廃棄物会計の対象
期間における市町村の一般廃棄物の処理に関する事業に伴う費用と当該事業から得ら
れた収益の取引高」を表示したものを指す。

３．２ 一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書の作成目的
 一般廃棄物の処理に関する事業の効率性や経済性を検証できるとともに、その効果（ア
ウトカム）を評価する上で有用な情報を得ることができる。
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３．３ 一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書の様式

（単位：円）
（１）経常費用

経常業務費用
＜収集運搬部門＞

大項目 小項目
①人件費 XXX
②物件費 XXX

委託料もしくは組合負担金 XXX
車両に係る物件費 XXX
施設に係る物件費 XXX
車両・施設以外に係る物件費のうち特定の一般廃棄物種類に係る物件費 XXX
その他共通的物件費 XXX

③経費 XXX
合計 XXX

＜中間処理部門＞
大項目 小項目

①人件費 XXX
②物件費 XXX

委託料もしくは組合負担金 XXX
施設に係る物件費 XXX
その他共通的物件費 XXX

③経費 XXX
合計 XXX

＜最終処分部門＞
大項目 小項目

①人件費 XXX
②物件費 XXX

委託料もしくは組合負担金 XXX
施設に係る物件費 XXX
その他共通的物件費 XXX

③経費 XXX
合計 XXX

＜資源化部門＞
大項目 小項目

①人件費 XXX
②物件費 XXX

委託料もしくは組合負担金 XXX
施設に係る物件費 XXX
その他共通的物件費 XXX

③経費 XXX
合計 XXX

＜管理部門＞
大項目 小項目

①人件費 XXX
②物件費 XXX
③経費 XXX
④その他費用 XXX

合計 XXX

＜その他＞
大項目 小項目

その他費用 XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX

経常移転支出
大項目

①扶助費等支出 XXX
②補助金等支出 XXX
③その他の経常移転支出 XXX

合計 XXX

経常費用合計（総行政コスト）
合計 XXX

（２）特別損失
大項目 小項目

特別損失 XXX

一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書
（X年4月1日～X+1年3月31日）
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（３）経常収益
経常業務収益

大項目 小項目
①業務収益 XXX

自己収入 XXX
その他の業務収益 XXX

②業務外収益 XXX
受取利息等 XXX
その他の業務外収益 XXX

合計 XXX

経常移転収入
大項目

経常移転収入 XXX

その他収益
大項目 小項目

その他収益 XXX
○○○ XXX
○○○ XXX
○○○ XXX
○○○ XXX
○○○ XXX

経常収益合計
合計 XXX

※注記
大項目 小項目

施設解体引当金繰入額 XXX
資産・負債一覧からの算定額 XXX
○○○ XXX
○○○ XXX
○○○ XXX

最終処分場閉鎖後維持管理引当金繰入額 XXX
資産・負債一覧からの算定額 XXX
○○○ XXX
○○○ XXX
○○○ XXX

地元還元施設に係る費用 XXX
減価償却費 XXX
○○○ XXX
○○○ XXX
○○○ XXX

地元還元施設に係る収益 XXX
○○○ XXX
○○○ XXX
○○○ XXX
○○○ XXX

取付道路に係る費用 XXX
減価償却費 XXX
○○○ XXX
○○○ XXX
○○○ XXX

取付道路に係る収益 XXX
○○○ XXX
○○○ XXX
○○○ XXX
○○○ XXX
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３．４ 一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書の作成方法

３．４．１ 一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書の構成
 一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書は、「経常費用」「特別損失」
及び「経常収益」に区分して表示する。

３．４．２ 経常費用
 経常費用は、費用の定義に該当するもののうち、毎会計年度、経常的に発生するもの
をいう。
 経常費用は、「経常業務費用」及び「経常移転支出」に分類して表示する。

３．４．２．１ 経常業務費用
 経常業務費用には、原価計算書で対象とした費用に加え、「一般廃棄物の処理を円滑に
実施するための各種施策に係る費用」を管理部門の経常業務費用として計上する。
 以下の項目は、「一般廃棄物の処理を円滑に実施するための各種施策に係る費用」に含
まれる。
－ ごみ処理基本計画、分別収集計画などの各種計画策定に要する費用
－ 一般廃棄物処理業の許可、一般廃棄物処理施設の許可の業務に係る費用
－ 一般廃棄物排出事業者に対する指導・管理に係る費用
－ 広報・普及啓発に係る費用
－ リサイクルセンターのうち、広報・普及啓発に係る費用
－ 不法投棄防止対策に係る費用
－ 一部事務組合の議会に係る費用、監査に係る費用
－ 閉鎖した最終処分場の維持管理に係る費用
 「原価計算書で対象とした費用」、「一般廃棄物の処理を円滑に実施するための各種施
策に係る費用」以外の費用については、「その他費用」として記載する。

３．４．２．２ 経常移転支出
 経常移転支出は、毎会計年度、経常的に発生する非交換性（非対価性）支出をいう。
 経常移転支出は、「扶助費等支出」、「補助金等支出」及び「その他の経常移転支出」を
いう。
 扶助費等支出は、社会保障給付としての扶助費等の支出をいう。
 補助金等支出は、政策目的による補助金等の支出をいう。例えば、資源物の集団回収
や生ごみ処理機等に対する助成金が該当する。
 その他の経常移転支出は、上記扶助費等支出及び補助金等支出以外の経常移転支出を
いう。

３．４．３ 特別損失
 一般廃棄物の処理を行う事業に係る経常的に発生しない事故であって、一般廃棄物処
理システムが１日以上に渡って停止するような事故に係る「原状回復に要した費用」
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及び「補償・賠償金」は、特別損失として別途計上する。
 不法投棄物、災害ごみ、漂着ごみの収集運搬、中間処理、資源化、最終処分に係る特
別な要因で一時的に発生する臨時的な損失は、特別損失として別途計上する。
 事故が原因で資産の除却を行った場合の当該施設の帳簿価額は、特別損失として別途
計上する。
 施設の解体を行った場合、実際に支払われた金額を特別損失として計上する。

３．４．４ 経常収益
 経常収益は、収益の定義に該当するもののうち、毎会計年度、経常的に発生するもの
をいう。
 経常収益は、「経常業務収益」及び「経常移転収入」に分類して表示する。

３．４．４．１ 経常業務収益
 経常業務収益は、「業務収益」及び「業務外収益」に分類して表示する。

（１）業務収益
 業務収益は、原価計算書で対象とする収益と同様とし、「自己収入」及び「その他の業
務収益」に分類して表示する。

（２）業務外収益
 業務外収益は、「受取利息等」及び「その他の業務外収益」に分類して表示する。
 受取利息等は、一部事務組合が保有する有価証券や貸付金から発生する受取配当金や
受取利息等をいう。
 その他の業務外収益は、上記受取利息等以外の業務外収益をいう。例えば、資産等の
売却収入等が挙げられる。

３．４．４．２ 経常移転収入
 経常移転収入は、一般廃棄物の処理に関する事業に伴い経常費用が発生する場合に、
これに対応する財源として移転収入の形態で国や他の団体等から経常的に支払われる
ものをさし、「国庫支出金」（補助金、交付金）及び「都道府県支出金」（補助金等）が
該当する。
 経常移転収入は、「資産形成に資する支出金」、「その他の支出金」に区分する。
 資産形成に資する支出金については、資産の取得にあたり利用した支出金のうち、当
該資産の減価償却相当部分を計上する。
 その他の支出金については、支出金全額を計上する。

３．４．５ 注記に記載する事項
３．４．５．１ 施設解体引当金繰入額

 対象期間中に稼働している施設を将来解体した場合に係る費用の総額を合理的に見積
もることができる場合には、当該施設を将来解体した場合に係る費用の総額を当該施



95

設の想定耐用年数で除した金額を、施設解体引当金繰入額として注記に記載する。
 なお、将来発生する費用総額を合理的に見積もることができない場合は、対象期間中
に稼働している施設を将来解体した場合に費用が係る旨を注記に記載する。
 施設の解体費が対象期間に発生した場合は、実際に支払われた金額を特別損失として
計上する。

３．４．５．２ 最終処分場閉鎖後維持管理引当金繰入額
 対象期間中に稼働している最終処分場を将来閉鎖した後（埋立が終了した後）の廃止
までの維持管理に係る費用の総額を合理的に見積もることができる場合には、当該最
終処分場を将来閉鎖した後の廃止までの維持管理に係る費用の総額を当該最終処分場
の想定耐用年数で除した金額を、最終処分場閉鎖後維持管理引当金繰入額として注記
に記載する。
 なお、将来発生する費用総額を合理的に見積もることができない場合は、対象期間中
に稼働している最終処分場を将来閉鎖した後の維持管理に費用が係る旨を注記に記載
する。
 最終処分場の閉鎖後維持管理費が対象期間に発生した場合は、実際に支払われた金額
を特別損失として計上する。

３．４．５．３ 地元還元施設に係る費用
 温水プール・体育施設などの地元還元施設の建設・維持管理に係る費用を注記に記載
する。
 新たに建設する地元還元施設については、原則として注記に記載し、これまでに建設
された地元還元施設については、可能な範囲で記載する。

３．４．５．４ 地元還元施設に係る収益

 温水プール・体育施設などの地元還元施設に係る収益を注記に記載する。
 新たに建設する地元還元施設については、原則として注記に記載し、これまでに建設
された地元還元施設については、可能な範囲で記載する。

３．４．５．５ 取付道路に係る費用
 一般廃棄物処理施設・最終処分場の取付道路の建設・維持管理に係る費用を注記に記
載する。
 新たに建設する取付道路については、原則として注記に記載し、これまでに建設され
た取付道路については、可能な範囲で記載する。

３．４．５．６ 取付道路に係る収益
 一般廃棄物処理施設・最終処分場の取付道路に係る収益を注記に記載する。
 新たに建設する取付道路については、原則として注記に記載し、これまでに建設され
た取付道路については、可能な範囲で記載する。



96

４．一般廃棄物の処理に関する事業に係る資産・負債一覧
４．１ 一般廃棄物の処理に関する事業に係る資産・負債一覧の意義
 「一般廃棄物の処理に関する事業に係る資産・負債一覧」とは、一般廃棄物の処理に
関する事業に係る資産及び負債の状況を整理したものを指す。

４．２ 一般廃棄物の処理に関する事業に係る資産・負債一覧の作成目的
 一般廃棄物の処理に関する事業に係る遊休資産・過剰資産等を有効に活用することが
可能となる。

また、資産の更新・修繕計画策定の際の基礎資料となる。
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４．３ 一般廃棄物の処理に関する事業に係る資産・負債一覧の様式

（資産の部）
1 金融資産 XXX

資金 XXX
金融資産（資金を除く） XXX

債権 XXX
未収金 XXX
貸付金 XXX
その他の債権 XXX

有価証券 XXX
投資等 XXX

出資金 XXX
その他の投資 XXX

貸倒引当金 XXX

2 非金融資産 XXX
事業用資産 XXX

有形固定資産 XXX
収集運搬部門 XXX
中間処理部門 XXX
最終処分部門 XXX
資源化部門 XXX
管理部門 XXX
減価償却累計額 XXX
建設仮勘定 XXX

無形固定資産 XXX
ソフトウェア XXX
その他無形固定資産等 XXX

繰延資産 XXX

資産合計 XXX

（負債の部）

1 流動負債 XXX
地方債（短期） XXX
短期借入金 XXX

2 非流動負債 XXX
地方債（長期） XXX
長期借入金 XXX

負債合計 XXX

注記
金額

XXX
XXX
XXX
XXX
XXX
XXX

地元還元施設に係る資産
地元還元施設に係る負債
取付道路に係る資産
取付道路に係る負債

○○○
○○○
○○○
○○○

項目
施設解体引当金
最終処分場閉鎖後維持管理引当金

内容
○○○
○○○

科目 金額

一般廃棄物の処理に関する事業に係る資産・負債一覧

科目 金額

（X年3月31日）
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事業用資産内訳 （別紙１）

有形固定資産

部門 種別 名称・内訳 仕様等 取得価額
（円）

耐用年数
（年）

減価償却費
（円/年）

減価償却累計
額（円）

帳簿価額
（円）

収集運搬部門 車両 パッカー車 7793 1995 年度 6,551,000 4 0 6,551,000 0
パッカー車 6415 1994 年度 6,283,000 4 0 6,283,000 0
パッカー車 5916 1994 年度 5,665,000 3 0 5,665,000 0
パッカー車 1954 1997 年度 6,761,000 4 0 6,761,000 0
パッカー車 120 2004 年度 6,735,000 4 1,683,750 5,051,250 1,683,750
パッカー車 545 1999 年度 7,297,000 4 0 7,297,000 0
パッカー車 5379 2001 年度 7,413,000 4 0 7,413,000 0
パッカー車 3111 1991 年度 4,924,912 4 0 4,924,912 0
平ボディ 4858 1992 年度 3,696,000 4 0 3,696,000 0
平ボディ 1743 1991 年度 3,348,000 4 0 3,348,000 0
平ボディ 2897 2003 年度 3,853,000 4 963,250 3,853,000 0
平ボディ 854 2001 年度 3,801,000 4 0 3,801,000 0
平ボディ 706 1997 年度 2,100,000 5 0 2,100,000 0
平ボディ 4382 1997 年度 1,569,000 5 0 1,569,000 0
平ボディ 8693 2005 年度 3,375,060 4 843,765 1,687,530 1,687,530
平ボディ 9101 2001 年度 898,000 4 0 898,000 0
平ボディ 3765 2001 年度 2,730,000 5 0 2,730,000 0
その他車両 ユンボ 1993 年度 9,785,000 5 0 9,785,000 0
その他車両 リフト 1996 年度 2,472,000 5 0 2,472,000 0
その他車両 リフト 2000 年度 1,420,000 5 0 1,420,000 0

施設 施設1（土地） 年度 0 - - - -
施設1（施設） 清掃事務所 1972 年度 4,100,000 24 0 4,100,000 0
施設1（装置） 年度 0
施設1（重機） 年度 0
施設1（その他固定資産） 年度
施設1（建設仮勘定） 年度
施設2（土地） 年度 0 - - - -
施設2（施設） 年度 0
施設2（装置） 年度 0
施設2（重機） 年度 0
施設2（その他固定資産） 年度
施設2（建設仮勘定） 年度

中間処理部門 施設 施設1（土地） 年度 0 - - - -
施設1（施設） 清掃センター 1991 年度 1,270,000,000 30 42,333,333 677,333,333 592,666,667
施設1（装置） 年度 0
施設1（重機） 年度 0
施設1（その他固定資産） 年度
施設1（建設仮勘定） 年度
追加投資1-1 排ガス高度処理設備 1999 年度 735,000,000 10 73,500,000 588,000,000 147,000,000
追加投資1-2 年度 0 0
追加投資1-3 年度 0 0
追加投資1-4 年度 0 0
追加投資1-5 年度 0 0
施設2（土地） 年度 0 - - - -
施設2（施設） 年度 0
施設2（装置） 年度 0
施設2（重機） 年度 0
施設2（その他固定資産） 年度
施設2（建設仮勘定） 年度
追加投資2-1 年度 0 0
追加投資2-2 年度 0 0
追加投資2-3 年度 0 0
追加投資2-4 年度 0 0
追加投資2-5 年度 0 0

最終処分部門 施設 施設1（土地） 年度 0 - - - -
施設1（施設） 不燃物処理場 1983 年度 192,650,000 30 6,421,667 154,120,000 38,530,000
施設1（装置） 年度 0
施設1（重機） 年度 0
施設1（その他固定資産） 年度
施設1（建設仮勘定） 年度
追加投資1-1 年度 7,880,000 7 0 7,880,000 0
追加投資1-2 年度 0 0
追加投資1-3 年度 0 0
追加投資1-4 年度 0 0
追加投資1-5 年度 0 0
施設2（土地） 年度 0 - - - -
施設2（施設） 年度 0
施設2（装置） 年度 0
施設2（重機） 年度 0
施設2（その他固定資産） 年度
施設2（建設仮勘定） 年度
追加投資2-1 年度 0 0
追加投資2-2 年度 0 0
追加投資2-3 年度 0 0
追加投資2-4 年度 0 0
追加投資2-5 年度 0 0

資源化部門 施設 施設1（土地） 年度 0 - - - -
施設1（施設） リサイクルセンター 2000 年度 65,116,800 30 2,170,560 15,193,920 49,922,880
施設1（装置） ペット減容機・金属圧縮機 2000 年度 20,563,200 7 2,937,600 20,563,200 0
施設1（重機） 年度 0
施設1（その他固定資産） 年度
施設1（建設仮勘定） 年度
追加投資1-1 プラ減容機 2002 年度 7,880,000 7 1,125,714 5,628,571 2,251,429
追加投資1-2 年度 0 0
追加投資1-3 年度 0 0
追加投資1-4 年度 0 0
追加投資1-5 年度 0 0
施設2（土地） 年度 0 - - - -
施設2（施設） 年度 0
施設2（装置） 年度 0
施設2（重機） 年度 0
施設2（その他固定資産） 年度
施設2（建設仮勘定） 年度
追加投資2-1 年度 0 0
追加投資2-2 年度 0 0
追加投資2-3 年度 0 0
追加投資2-4 年度 0 0
追加投資2-5 年度 0 0

管理部門 2001 年度 1,000,000 10 100,000 600,000 400,000
2001 年度 1,000,000 10 100,000 600,000 400,000
2001 年度 1,000,000 10 100,000 600,000 400,000
2001 年度 1,000,000 10 100,000 600,000 400,000

年度
年度

合計 2,397,866,972 - 132,379,639 1,562,524,717 835,342,255

無形固定資産

名称・内訳 仕様等 取得価額
（円）

耐用年数
（年）

減価償却費
（円/年）

減価償却累計
額（円）

帳簿価額
（円）

2001 年度 1,000,000 10 100,000 600,000 400,000
2001 年度 1,000,000 10 100,000 600,000 400,000
2001 年度 1,000,000 10 100,000 600,000 400,000

年度
年度

2001 年度 1,000,000 10 100,000 600,000 400,000
2001 年度 1,000,000 10 100,000 600,000 400,000
2001 年度 1,000,000 10 100,000 600,000 400,000

年度
年度

0 - 0 3,600,000 0

取得年次
（西暦）

取得年次
（西暦）

区分

ソフトウェア

合計

その他無形固定資産
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(別紙２）
流動負債

地方債（短期）
種類 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高 債権発行差金 本年度末残高

0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

合計 0 0 0 0 0 0

短期借入金
借入先 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高

0
0
0
0
0

合計 0 0 0 0

非流動負債

地方債（長期）
種類 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高 債権発行差金 本年度末残高

一般廃棄物処理事業債 50,100,950 50,100,950 0 0
一般廃棄物処理事業債 51,864,960 4,712,655 47,152,305 47,152,305
一般廃棄物処理事業債 42,249,428 3,596,879 38,652,549 38,652,549
一般廃棄物処理事業債 65,600,000 5,028,625 60,571,375 60,571,375
一般廃棄物処理事業債 12,200,000 0 12,200,000 12,200,000

合計 222,015,338 0 63,439,109 158,576,229 0 158,576,229

長期借入金
借入先 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高

0
0
0
0
0

合計 222,015,338 0 63,439,109 158,576,229
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４．４ 一般廃棄物の処理に関する事業に係る資産・負債一覧の作成方法
４．４．１ 一般廃棄物の処理に関する事業に係る資産・負債一覧の構成
 一般廃棄物の処理に関する事業に係る資産・負債一覧は、「資産の部」及び「負債の部」
に区分して表示する。

４．４．２ 資産の部
 資産は、資産の定義に該当するものについては、その形態を表す科目によって表示す
る。
 資産は、「金融資産」及び「非金融資産」に分類して表示する。

４．４．２．１ 金融資産
 金融資産は、「資金」と「金融資産（資金を除く）」に分類して表示する。
 金融資産については、一部事務組合が保有するもののみを記載する。

（１）資金
 資金は、現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（３ヶ月以内の短期投資等）
から構成される。このうち、現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引に
より発生する資金の受払いも含むことに留意を要する。

（２）金融資産（資金を除く）
 金融資産（資金を除く）は、「債権」、「有価証券」及び「投資等」に分類して表示する。
 債権は、「未収金」、「貸付金」及び「その他の債権」に分類して表示する。
 未収金は、基準日時点における未収金をいう。
 貸付金は、貸付先に対する融資残高を計上する。
 その他の債権は、上記税等未収金、未収金及び貸付金以外の債権をいう。
 有価証券、出資金、その他の投資は、取得原価で計上する。
 投資等は、「出資金」及び「その他の投資」に分類して表示する。

４．４．２．２ 非金融資産
・ 非金融資産は、「事業用資産」及び「繰延資産」に分類して表示する。

（１）事業用資産
・ 事業用資産は、「有形固定資産」及び「無形固定資産」に分類して表示する。
・ 有形固定資産については、１年以上に渡って使用するものであり、かつ取得原価が50

万円以上の一般廃棄物処理施設の土地及び、一般廃棄物処理施設内の施設、装置、重
機、車両等を対象とする。有形固定資産は、部門ごとに表示科目を設けて計上する。
具体的には、収集運搬部門有形固定資産、中間処理部門有形固定資産、最終処分部門
有形固定資産、資源化部門有形固定資産、管理部門有形固定資産の表示科目を用いる。

・ 土地については、取得原価を計上する。
・ 施設、装置、重機、車両、その他固定資産については、50万円以上の重要資産の取得
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原価を計上する。また、公有財産台帳や物品管理簿等の記載価格を基礎とする。
 資産の取得にあたって国庫支出金（補助金、交付金）や都道府県支出金等支出金（補
助金等）を利用した場合でも、支出金分を取得原価から控除しない。

・ 建設仮勘定は、有形固定資産あり、建設中のものを取得するための支出額を計上する。
・ 無形固定資産は、その種類ごとに表示科目を設けて計上する。具体的には、ソフトウ

ェア、その他無形固形資産等の表示科目を用いる。
・ ソフトウェアは、当該ソフトウェアの利用により将来の費用削減が確実であると認め

られるものについて、当該ソフトウェアの取得に要した費用（過去に遡って算出する
ことが困難な場合、５年間のソフトウェアの制作に要した費用等の累計）を資産とし
て計上し、その利用期間にわたり償却を行う。

（２）繰延資産
・ 繰延資産は、将来の期間に影響する特定の費用で、すでに代価の支払いが完了し又は

支払義務が確定し、これに対応する役務の提供を受けたにもかかわらず、その効果が
将来にわたって発現するものと期待される費用をいう。地方債発行費、開発費等の費
用は、その効果が及ぶ数期間に合理的に配分するために、経過的に繰延資産として計
上することができる。

４．４．３ 負債の部
・ 負債は、負債の定義に該当するものについて、その形態を表す科目によって表示する。

また、一般廃棄物の処理に関する事業に係る資産・負債一覧に計上する負債の金額の
測定については、それぞれ負債の性質に応じた評価基準及び評価方法を用いる。

・ 負債は、「流動負債」及び「非流動負債」に分類して表示する。

４．４．３．１ 流動負債
・ 地方債（短期）は、市町村が発行した地方債のうち、１年以内に返済予定のものをい

う。
・ 短期借入金は、民間金融機関等からの借入残高のうち、１年以内に返済予定のものを

いう。

４．４．３．２ 非流動負債
・ 地方債（長期）は、市町村が発行した地方債のうち、償還予定が１年超のものをいう。
・ 長期借入金は、民間金融機関等からの借入残高のうち、返済予定が１年超のものをい

う。

４．４．４ 注記に記載する事項
４．４．４．１ 施設解体引当金

 対象期間中に稼働している施設を将来解体した場合に係る費用の総額については、そ
の金額を合理的に見積もることができる場合には、施設解体引当金として注記に記載
する。
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 なお、将来発生する費用総額を合理的に見積もることができない場合は、対象期間中
に稼働している施設を将来解体した場合に費用が係る旨を注記に記載する。

４．４．４．２ 最終処分場閉鎖後維持管理引当金
 対象期間中に稼働している最終処分場を将来閉鎖した後（埋立が終了した後）の廃止
までの維持管理に係る費用の総額については、その金額を合理的に見積もることがで
きる場合には、最終処分場閉鎖後維持管理引当金として注記に記載する。
 なお、将来発生する費用総額を合理的に見積もることができない場合は、対象期間中
に稼働している最終処分場を将来閉鎖した後の維持管理に費用が係る旨を注記に記載
する。

４．４．４．３ 地元還元施設に係る資産
 温水プール・体育施設などの地元還元施設に係る資産を注記に記載する。
 新たに建設する地元還元施設については、原則として注記に記載し、これまでに建設
された地元還元施設については、可能な範囲で記載する。

４．４．４．４ 地元還元施設に係る負債
 温水プール・体育施設などの地元還元施設の建設・維持管理に係る負債を注記に記載
する。
 新たに建設する地元還元施設については、原則として注記に記載し、これまでに建設
された地元還元施設については、可能な範囲で記載する。

４．４．４．５ 取付道路に係る資産
 一般廃棄物処理施設・最終処分場の取付道路に係る資産を注記に記載する。
 新たに建設する取付道路については、原則として注記に記載し、これまでに建設され
た取付道路については、可能な範囲で記載する。

４．４．４．６ 取付道路に係る負債
 一般廃棄物処理施設・最終処分場の取付道路の建設・維持管理に係る負債を注記に記
載する。
 新たに建設する取付道路については、原則として注記に記載し、これまでに建設され
た取付道路については、可能な範囲で記載する。


